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（池上） 

皆様こんにちは。本日は、「アンケート結果から

見える多文化共生の最前線－静岡県多文化共生基

礎調査 2016の詳細分析報告会－」にお越し下さい

まして、ありがとうございます。私は、静岡文化

芸術大学の池上と申します。今日は報告もします

けれども、全体の進行も担当しますので、どうぞ

よろしくお願いします。 

定刻になりましたので、これからさっそく会を

始めていきたいと思っています。皆さんのお手元

に、プログラム、それから、A4サイズのアンケー

トが 1枚。そして、A5サイズの質問用紙が入って

いると思います。また、1番下には、本学が開催い

たします、アイヌ音楽のコンサートのチラシも入

っているかと思います。今日こちら側で用意した

のはこの 4つになりますがよろしいでしょうか。 

お座席は自由にお座りいただいてかまいません。

パワーポイントの字が少し小さいので、もし後ろ

の方で見えにくいという方、どうぞ遠慮なく前の

方に移動していただいて構いません。ただし、前

の 2 席はプロジェクターを置いたり、動かしたり

ということがあるので、そこはちょっとご遠慮い

ただければと思っております。 

それでは最初に、主催者を代表いたしまして、

静岡県多文化共生課長の山本智ひろ様より、ご挨

拶をいただきます。 

 

■主催者挨拶■ 山本智ひろ（静岡県地域外交局

多文化共生課）

報告会の開催にあたりまして、一言ご挨拶をさ

せていただきます。私は、静岡県庁の多文化共生

課の山本と申します。よろしくお願い致します。

今日はお若い方も含め、多数の方にお集まりいた

だきまして、多文化共生の関心の高さが分かり、

大変うれしく思います。 

静岡県にお住いの外国人の数というのは、平成

2 年の出入国管理及び難民認定法が改正されて以

来、ブラジルの方を中心に増加致しまして、10 万

人を平成 20年の時に超えております。その平成 20

年の 12月に静岡県では、静岡県多文化共生推進基

本条例を制定いたしました。この条例に基づきま

して、平成 23年 3月に、ふじのくに多文化共生推

進基本計画を策定いたしまして、静岡県内に居住

する外国人及び日本人が、相互の理解と協調の下

に、安心して、かつ、快適に暮らせる日本の理想

郷を目指す、という基本方針の下に、多文化共生

施策の推進に取り組んで参りました。現行の計画

は、本年度までが計画期間でございます。これま

での取り組みを評価しながら、県として推進すべ

き施策について再度検討を行い、今後、静岡県多

文化共生審議会やパブリックコメントによる意見

等をふまえまして、新たな基本計画を策定する作

業をしているところでございます。 

この計画の策定にあたりまして、外国人県民及

び日本人県民の多文化共生に対する意識や生活実

態等を調査するためのアンケートを、昨年度実施

いたしまして、静岡文化芸術大学副学長の池上先

生を中心といたしましたグループの皆様に、調査

結果の集計及び分析の方をお願いしております。

現在策定中の計画の中でも、現状の分析にその結

果の方を活用させていただいております。 

今回は、静岡文化芸術大学の池上副学長を初め、

慶応義塾大学の竹ノ下教授、国立社会保障・人口

問題研究所の中川主任研究官など、専門の皆様に

それぞれの専門の立場で分析いただきまして、そ

れを発表いただけるということですので、大変興

味深く思っております。お集まりの皆様にとりま

しても、必ず参考となるお話を聞くことが出来る

と思います。この報告会が、有意義なものとなり

ますことを祈念いたしまして、開会のあいさつに

代えさせていただきます。今日はよろしくお願い

いたします。 
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（池上） 

山本課長、ありがとうございました。それでは

次に私からの趣旨説明に入りますけれども、その

前に 1つアナウンスと、1つ皆様にお伺いをしたい

と思っております。 

まずアナウンスです。実は今日のこのチラシ、

報告の 5 として千年よしみさんのお名前があり、

外国人の子どもの生活実態の把握ということで、

皆様にご案内をしていました。ただ、千年さんの

所でご家族に不幸がございまして今日はどうして

も参加が難しい、という連絡を受けました。おそ

らく、今日ご参加の皆様の中には、子どもの生活

実態に大変強い関心を持つ方が多々いらっしゃる

んだろうと思うのですけれども、今申し上げた事

情ですので、どうかその点ご理解いただければと

思います。これがアナウンスです。 

次に、お伺いです。いまご覧になってお分かり

の通り、今日は会場に NHKのテレビカメラが入っ

ています。それから、私どもも主催者として記録

用に写真及び動画を撮っております。とりわけ写

真ですけれども、全体の雰囲気を掴むために、後

ろから撮ると同時に、前方からも何枚か撮ること

をお許しいただきたいのですが、いかがでしょう

か。顔が映ることに支障があるという方がいらっ

しゃいましたら、挙手をいただけますとそこの所

は入らないようなフレームにしたいと思いますが、

特に問題があるという方はいらっしゃいますでし

ょうか。昼間実はさぼって来ているんだけど、み

たいな方がいると支障があるかも知れませんが、

よろしいですか。それでは、主催者の方で写真を

撮らせていただくことがあります。それはどうか

ご了解ください。 

それで、ここから 10 分間、私の趣旨説明とい

うことでお話をさせていただきます。 

 

 

■趣旨説明■ 池上重弘（静岡文化芸術大学）

この趣旨説明は 2つのパートからなっておりま

す。1つ目は、全国の在留外国人の動向を少し皆さ

んと共有したい、確認したいということ。後半は

この調査のチームについてご紹介していきたいと

いうことです。 

 

○在留外国人数の推移 

今皆さんが前に見ていらっしゃる図ですが、こ

れをざっと見ると、細かい年はともかく、1990年

あたりから 2008 年まで約 20 年間で 100 万から

200万に在留外国人が増加しています。3か月を超

えて日本に在留する人が急増したということです。

2008 年リーマンショック、2011 年の 3.11、つま

り東日本大震災以降、一旦減っていますけど、最

近また増加傾向にあって、直近、2016 年 12 月末

では 238 万ということで、また増加傾向にあると

ことがここから分かります。 

 

○国籍別在留外国人数の推移 

次に、国籍別で見てみますと、かつて 1番多か

ったのは韓国、朝鮮。多くは在日の方々ですけれ

ども、2004年ぐらいから見てみると、60万人ぐら

いの数字が、今は 45万人ぐらいに漸減している様

子が分かります。世代を重ねる中で、今は在日の

方も 4 世辺りがメインになってきているでしょう

か。日本国籍を取る方も増えている。対して中国

の方は全国ではぐっと増えている。静岡県の外国

人を特徴付けていたブラジルを見てみますと、

2008年のリーマンショックを機に、ぐっと減って

います。最近ちょっとその減り方が緩やかになり、

実は直近で言うと少し増えてはいるんですけども、

大体 20万を切った辺り。対して最近静岡県で増え

ているフィリピンの人たちが数年前にブラジルを

超えて、全国で言うと非常に増えている状況です。

今回の統計で注目すべきは、赤で書きましたベト
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ナム。ベトナムは実は、ブラジルを超えて、全国

で言うとフィリピンに次ぐ多さとなっていて、在

留外国人のアジア化が進行していることが、ここ

から分かるかと思います。 

 

○2012年末と 2016年末の比較 

いくつかの国籍について、2012年と 2016年を

比較してみました。2008年以降少し下がった、減

った所と、最近の増加傾向の比較になります。こ

うやって見てみると、ブラジルは少し減っている

様子が分かる。対して、ベトナムの人たちがぐん

と増えている。数は少ないけれども、ネパールの

人たちの増加も、その伸びは顕著であることが分

かるかなと思います。ベトナムについては、留学

生もいますけれども、技能実習生が非常に多いで

す。ネパールも留学生やあるいは技能。インド料

理のコックさんなんかで入ってくる人たちもいま

す。これが 2012と 2016の比較になります。 

 

○在留資格別人口 

在留資格別で全国での様子を見てみましょう。

そうすると、特別永住、これは在日のコリアンの

方々が多いですね。永住が 30％。両者合わせた永

住資格が約 45％になります。国の統計だと多い順

なので、次に入ってくるのが留学、技能実習と続

くのですが、私どもの場合には、少しこちらが言

いたいことを念頭に、グラフの順番を変えること

が出来ますので、日本人の配偶者とか定住者、そ

して、永住者の配偶者等という、いわゆる身分資

格をまとめてみました。日系人であるとか日本人

との結婚であるとか、そういう身分資格に関する

ものをまとめてみると、その数字が合計で約 60％

となります。欧米などでいうと、居住やあるいは

就労に制限の無い人たち、いわゆる移民と呼ばれ

ているような人たちが約 60％、すでに日本にいる

ということです。 

○調査チームの紹介 

それでは次に私どものチームの紹介をしてまい

ります。一応私がチームの代表として外との窓口

をやっておりまして、また、スケジュールを考え

るのも私の仕事です。私は今回の静岡県に関して

言うと、県の多文化共生審議会にも長く加わって

おりまして、現在副会長としての立場で関わって

おります。イシカワ エウニセ アケミは本学に在

籍するブラジル人の教員ですけども、実は今回は

イシカワの報告は入っていません。ご存知の方も

いらっしゃるかもしれませんが、ちょうど去年の

今頃 10月頃に倒れてしまいまして、現在休職中で

あります。したがって、この調査をやる時には一

緒に調査表を組みましたけども、今回の報告会に

は残念ながら報告を寄せることは出来ませんでし

た。竹ノ下弘久慶応大学教授は以前静岡大学に勤

務をしておりました。その頃からチームの一員と

してお手伝い、そして、強力な助っ人として活躍

していただいています。それから、今日は残念な

がらご家族に不幸があって来れませんけども、千

年よしみさん。国立社会保障・人口問題研究所の

国際関係部第一室長です。そして、同じく社人研

の主任研究官で中川雅貴さん。千年さんのご紹介

でチームに入っていただいた、私たちチームの若

手であります。若干メンバーの出入りがあります

けど、基本はこのチームで、静岡県、浜松市、磐

田市で 2000年代の後半から 10年ほどの間にいく

つかの大きな調査を請け負って行っています。 

 

○これまでの調査 

最初は浜松市の 2006 年調査、南米系の調査だ

ったんですけど、その次、2007年に静岡県が最初

にやった大きな調査を受託しました。これはブラ

ジル人調査と企業調査です。その後にリーマンシ

ョックがおきまして、静岡県では 2009年に日本人

調査と多国籍の外国人調査を行いました。浜松市
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ではその時、リーマンショックの後に、ブラジル

人を対象としたメンタルヘルスの実態調査を行っ

ています。今回は、この 2016の調査の報告ですが、

ご覧のように日本人調査、多国籍の外国人調査と

いうことで、2009年調査と対象はほぼ同じですの

で、この比較を意識してテーマ別に分析した結果

を今日はご紹介します。 

磐田市においても、2014、2015 と続けて調査

を行いました。2014年は、外国人が集中する団地

で、基本的には階段を上がって全世帯に調査表を

渡して回答してもらうという調査を行いました。

2015年には、その団地地区を抜かした磐田市全域

で、ブラジル、フィリピン、中国の人たちを対象

とした調査を行っています。実は、今回の静岡県

の 2016年調査は磐田市は入っていませんが、それ

は、磐田市が直近でこの調査をやっているので、

浜松、掛川、静岡、富士、沼津と、ほぼ新幹線が

停まる所で、市を選んで調査をしているというこ

とになります。 

 

○今回の報告会 

今回の報告会は、私ども静岡文化芸術大学のイ

ベント・シンポジウム開催費によって開催してお

ります。けれども、静岡文化芸術大学と静岡県の

共催ということで、今日は静岡市において、また

平日の昼間の時間を使って行っています。通常、

私どもの大学で開催する多文化子ども教育フォー

ラムというのは、土曜日に行うんです。それはや

っぱりお仕事をされているような市民の方とか、

外国人の方も参加出来るというようにという意図

からなんですが、今日はどちらかというと、政策

に関わっていたり、あるいは現場で様々な支援活

動をしている方、主に日本人の方が多いかなと思

いますけれども、そういった方を想定しておりま

すので、静岡市内で平日の昼間に行うことにしま

した。 

年度末には、今日のこのシンポジウムをふまえ

て、論文形式の報告を上げて、それをまとめた報

告書を刊行する予定です。ご希望の方は、ぜひ今

日のお帰りに、受付の所にボックスを用意してお

きますので、そちらに名刺を入れていただければ、

年度末に完成の暁にはこちらからお送りしたいと

思っております。送料は大学で負担をさせていた

だきます。また、本学の学術リポジトリ上でも、

PDFファイルで公開を予定しております。 

今回の報告は、千年よしみさんの教育の部分が

抜けてしまっておりますけれども、日本人調査そ

して外国人調査のポイントを皆さんと共有して、

最後の 30分ほどではありますが、皆さんとのディ

スカッションの時間も設けますので、そこで皆さ

んからのいろいろなインプットもいただいて、年

度末の報告書へ向けて報告を完成させていきたい

と思っております。また、それが静岡県の多文化

共生推進の一助となれば幸いであると考えており

ます。私からの趣旨説明は以上です。どうもあり

がとうございました。 

それでは、ここから報告に入ってまいります。

今日は千年さんの報告がないので、全体の構成を

ご案内のこのチラシと少し変えてまいります。こ

の後 4 人報告しますけれども、小坂さんの報告、

そして、私池上の報告を終えた所で、10 分間の休

憩を取ります。その後、竹ノ下さんの報告、中川

さんの報告が入って、その後、4 人が前に座って、

皆さんとのディスカッションをしていくという展

開にしてまいります。1人当たり報告が 20分か 25

分くらい。その後、事実関係についての質問を、

最長で 5 分くらいでお受けしたいと思います。大

きな議論のテーマというのは、最後の時間でゆっ

くりやりたいと思っていますけども、このグラフ

はどういうことですかというような事実関係につ

いての質問は各報告の後で取りたいと思っており

ます。 
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■静岡県における多文化共生への取組■ 小坂拓

也（静岡県地域外交局多文化共生課）

今から、調査チームの先生方のご発表の前に、

私静岡県多文化共生課主査の小坂から、静岡県に

おける外国人の概況と静岡県における多文化共生

への取り組み、そして最後に今回の基礎調査のア

ウトラインについてご説明をいたします。 

 

○静岡県の概況 

今日来ていらっしゃる方はほとんど静岡県内の

方だと思いますので、概況については簡単に述べ

させていただきます。人口 367 万ということで、

近年若干減少傾向にあります。県内総生産 GDPに

ついては、約 15兆 4000億ということで、全国第

10位。大体日本全体の 3％ぐらいの GDPを有して

おります。1 人当たりの県民所得は 322 万円。全

国 3 位です。東京都、愛知県に続いて全国 3 位と

いうことで、静岡県民の方でもあまり詳しくない

方もいらっしゃいますけど、全国的には 1 人当た

りの県民所得は高い県になります。 

 

○静岡県の外国人住民数 

県内は外国人の住民数につきましては、先ほど

池上先生の方から全国の動向についてはご説明が

ありましたけども、静岡県内においては 7万 6559

名。大体県内人口の約 2％の方が外国人の方という

形になります。こちらの方は、平成元年の外国人

登録者数の約 5 5倍ということで、大幅な伸びを示

しています。ただ、リーマンショック以降、平成

20年に 1回最大の数字を記録してから、1回減少

傾向にありまして近年また若干持ち直している。 

 

○静岡県の在留外国人の特徴（国籍別） 

全国との大きな違は、全国では中国の方が 1番

多くて、次に韓国・朝鮮、フィリピン、ベトナム

の順番になっているのですけど、本県においては、

ブラジルの方が 1 番多い。続いて、フィリピン、

中国、韓国・朝鮮という順番です。ブラジルの方

は 1 番マジョリティですが、リーマンショック以

降、近年、若干減少傾向にありまして、若干の持

ち直しがあります。それ以外に 2 番目はフィリピ

ン。フィリピンの方は最近増えていて、あと最近

はベトナムの方も増加傾向にあります。 

 

○静岡県内市町の外国人住民比率 

外国人の住民の比率を地図上に示しますと、特

に西部の地域に非常に外国人の住民の比率が多い

ことが分かります。いわゆる、ものづくりが盛ん

な地域です。あとは、東部ですと清水町であると

か、御殿場等。こういったところは大きな自動車

関連産業がありまして、そこで技能実習生の方が

多くいらっしゃるということもあって、多くなっ

ております。その一方で伊豆半島は、外国人の住

民の比率が低いという状況になります。 

 

○各市町別最も多い国籍 

次に、国籍別に県内の分布状況を見ますと、西

部と富士山麓については、ブラジル人の方が多い。

主にものづくりの産業に携わっている方が多い。

その一方で、中部と伊豆半島のように比較的外国

人人口が少ない地域に関しては、中国の方が多い。

最後にフィリピン。ブルーの部分がフィリピンに

なるんですけども、近年フィリピンの方は増加傾

向にあります。焼津等とか、海の近くで水産加工

等に携わっている方が多いという特徴があります。 

 

○静岡県の外国人児童生徒の公立学校在籍状況 

次に、外国人の児童、生徒の状況についてグラ

フ化しました。こちらも基本的には定住外国人の

数と同様に、一旦リーマンショック以降減少傾向

にあったんですけども、近年再び増加の傾向を示

しています。 
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○静岡県の外国人雇用事業所数及び外国人労働者

数の推移 

こちらの方は、大人の方ですね。外国人の雇用

事業所、企業の数の推移と、外国人で働いている

方の数の推移になります。こちらの方は、リーマ

ンショック以降、基本的には増加傾向にあります。 

 

○在留外国人増加の背景 

外国人の方の増加した傾向につきましては、平

成 2 年に入国管理法の改正がありまして、そこで

在留資格が拡大されました。ここで、日系 3 世ま

でに定住資格が与えられて、国内で活動に制限が

無いブラジル人、ペルー人等を中心とした日系の

方が増加しました。特に、静岡県西部というのは

ものづくり、製造業の工場が多く、そういった日

系人の方々が製造現場での労働に従事するように

なったのが、増加の一因です。 

また、平成 5年に外国人研修技能実習制度が創

設され、技能実習生として研修の在留資格で滞在

する外国人が大幅に増加しました。平成 28年末の

時点では、全国で 22万 8582人ということになり

まして、特に、中国、東南アジアからの研修生と

いうのは、非常に増加しております。やはり、日

系の南米人の方も同じように、こういった技能実

習生の方々も、県西部を中心に製造業の現場で研

修に励んでいらっしゃるというような状況になり

ます。 

最後に 3点目です。中国と東南アジアからの花

嫁の増加ということで、国際結婚というのは平成 2

年以降増加傾向にありまして、実際、日本人と特

にアジア、中国、東南アジアの方を中心とした国

際結婚が増えていて、日本人の配偶者として滞在

している外国人の方も増えているというのも、在

留外国人が増加している背景になります。 

 

 

○「定住」外国人の抱える課題 

次に、こういった外国人の県民の方々が抱えて

いる課題ですけども、基本的に外国の方というこ

ともありまして、日本の生活に慣れていないとい

うことで、日本の生活の習慣だとか文化等に、分

からない所でいろいろ困難を抱えていらっしゃる

という傾向にあります。あと、子供の教育です。

例えばお子さんが、日本語による授業についてい

けなかったり、それが原因となって不登校である

とか、不就学といった問題が発生しやすい。ある

いは、日常生活の中で体調を崩したりした時に、

病院で外国語しかできない場合は、症状を伝える

のが困難であったり、また日本の社会保険制度に

加入していないケース等もあって、医療費が多額

になってしまうというような問題もあります。さ

らに労働においては、派遣労働等を中心とした不

安定な雇用の状態を抱えている方が多いので、ど

うしてもそこで生活が安定しづらいといった面が

ります。 

 

○多文化共生とは 

次に、「多文化共生」とはということで、多文化

共生、こちらは関係の方が多いので改めて言うま

でもないかもしれませんが、県としては県内に居

住する外国人の県民の方と、日本人の県民の方が

相互の理解と協調の下に安心して、かつ快適に暮

らすこと、というような提言付けをさせていただ

いています。なぜ今多文化共生というようなもの

を求められるか、というのは先ほども申し上げた

通り、県内に非常に外国人の方が増えてらっしゃ

って、定住化が進行していく中で外国人の方の課

題というのも多く発生して、そういった問題を解

決していくためには外国人の方を一時的な滞在者

としてではなく、生活者、地域の住民としてとら

えていくことが必要だということがあります。 
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○静岡県の多文化共生施策の方向性 

県としてはこういった現状をふまえて、県内に

居住する外国人の県民の方と日本人の県民の方が

安心して、かつ快適に暮らせる環境を構築するた

めに、多文化共生推進基本計画というベーシック

プランの方を平成 22年度には策定をしまして、平

成 23年度からは 29年度までという形で、この計

画に基づいて、多文化共生施策を進めております。 

大きな柱としては 3つございまして、１番目の

柱が相互理解です。誰もが理解し合える地域づく

りを目指す。２番目が快適な暮らし、誰もが快適

に暮らせる地域づくりを目指す。最後に、３番目

の柱が安心安全ということで、誰もが安全安心を

実感できる地域づくりを目指すし、日本人の方と

外国人の方の相互理解、快適な環境を共に目指す。

そして、ともに安心安全な暮らしを営めるように

するという基本的な方向性に基づいた計画を策定

しております。 

 

○外国人の子どもの教育の課題 

続きまして、ここから個別の問題に入りまして、

まずは外国人の子どもの教育についてちょっとお

話をさせていただきます。外国人のお子さんにつ

いては、教育上いくつかの課題がございまして、

ここでは大きく分けて 3 つの課題を上げさせてい

ただいています。 

最初に、1 として、ダブルリミテッドとカタカ

ナで書かせていただきましたけれども、こちらの

方は 2 つの制約ということで、外国人のお子さん

というのは、当然親子の会話というのは母国語で

行われることが多いんですけども、親御さんの方

が、例えば派遣労働等で不規則な就労をされてい

たり週末に勤務されていたりといった状況がある

と、なかなか親子の会話が不足して、母国語とい

うのを学習する機会が少ない。また、外国人のお

子さんですので、どうしても日本人のお子さんと

比べると、日本語力という部分で習得が十分でな

いという部分というのが生じてしまっていて、結

果として日本語と母国語の両方について、不十分

な状況に陥ってしまうケースというのが多いとい

うような、そういった課題が見受けられます。 

次に、2 として、学力に結び付く日本語力の不

足ということで、これはどういう意味かといいま

すと、日本語が普通の会話、日常会話については

普通に話せていわゆる生活言語としては全く問題

がないかのように一見見受けられても、実際に日

本語で日本の学校の科目を勉強していくレベルの

言語、学習言語というんですけども、それを十分

に身に付けてない子どもが多いということです。

例えば日常の日本語の会話は出来るんですけど、

理科とか社会とかそういったものを日本語で学ん

でいく、そういった部分についてはまだ十分でな

い、そういった日本語力について、一見日常会話

は出来るので何も問題はないかのように思えてし

まうんですけども、実際に学校で教科学習をして

いく中で、十分でない日本語力のお子さんも多い

ということです。 

最後に、義務教育年齢後の支援体制ということ

で、実際の義務教育の年齢までというのはいろい

ろ支援制度というものは充実しているのですけど

も、高校以降、日本人の場合もそうですけども、

生徒の学習の自主性というのも重んじられてきま

すし人数も多くなるので、そこで受け入れ態勢と

か就職支援等について、まだまだ十分でないとい

うような現状があります。 

 

○外国人の子どもの教育環境整備 

県では、そういった外国人のお子さんの抱えて

いる課題等を把握しつつ、教育環境を整備するた

めの事業というのも行なっています。1番最初の外

国人の不就学実態調査というのは、平成 25年度よ

り県内における不就学の実態を確認把握するため
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に、県内の全市町、浜松市のみ実施を独自にされ

ていたので、浜松市を除く全市町において、市町

教育委員会の方々のご協力を得て、不就学の児童

生徒の状況の把握を実施しております。そこから、

日本語力が不足している外国人の子どもの課題の

実情についても調査をしております。 

次に、外国人の子供の育成支援事業ということ

で、これは昨年度から行っている事業になるんで

すけども、実際に外国人のお子さんが日本語力等

が不足していて、不就学に陥りやすいという問題

を解決するために、そういった子どもたちを支援

するための支援員を養成しようということで、県

教育委員会と私どもの県多文化共生課が連携し、

市町における地域ぐるみの支援体制の整備を促進

しております。具体的に言いますと、先ほど言っ

たように外国人の子どもさんの初期支援人材。初

期支援人材というのは、まだ日本語が全然出来な

くて日常会話も不足しているお子さんに対しての

支援の人材と、教科支援です。先ほど言いました

ように、一見日本語に問題がないように見えても、

実際に小学校や中学校で、日本語でいろんな科目

を勉強していく中で、まだまだ日本語のボキャブ

ラリーが足りないという所がありますので、教科

支援のための人材というものを養成しています。 

３番目が、外国人の子どもの教育支援基金事業

です。こちらは今年度からの事業になりまして、

実際に外国人のお子さんというのが、将来日本人

の子どもと同様に、当然海外の文化にバックグラ

ウンドを持っているので、グローバル人材として、

地域そして世界で活躍できる可能性を多分に秘め

ているということで、県の拠出金と企業からの寄

付を募って、その寄付でもって日本語の習得であ

るとか、あるいは地域での居場所作りを行うとい

うような、そういった基金を生成する予定でおり

ます。こちらは、基金の造成先を県の国際交流協

会に置かせていただいて、こちらの方を運用して

いきたいと考えております。詳細はまだ現在検討

中なのですが、実際の支援の事業としては、外国

人の子どもの日本語教育の教材費とか日本語能力

検定の受験料の助成ですね。そういったものを想

定しております。 

 

○医療通訳体制整備 

続きまして、こちらは医療通訳体制整備という

ことで、こちらも今年度から始まった事業になり

ます。外国人の県民の方は、体調が悪くなったり、

病気になったりした場合に、当然日本の総合病院

とかにかかるわけなんですけど、日本語力が十分

ではなくて、自分の病気の症状とかを上手く伝え

られなくて困っているという実情もございますの

で、そういった医療の現場において、医療従事者

と外国人の方々を仲介するための医療通訳者の養

成を、県と県の国際交流協会で共同して今年度か

ら実施しております。 

具体的には県の方で、私ども多文化共生課だけ

ではなく、医療の専門セクションである健康福祉

部等とも連携をしまして、県の医療通訳推進協議

会というものを、今年 6 月に立ち上げまして、協

議会と県国際交流協会が共同で事業の方を進めて

おります。具体的には、今ちょうど実施している

のですが、外国語と日本語に堪能な 2 か国語以上

に堪能な方を、医療通訳の方向者として養成研修

の方を実施しております。そこで養成した医療通

訳者の方々を、県の国際交流協会にお願いをして、

依頼のあった県内の医療機関に紹介をするという

ような制度になっています。 

また、県内の医療機関に対しても、県と県国際

交流協会で研修を実施しまして、医療通訳者につ

いて理解を深めていただいて、こういった人たち

を上手く活用していただくというのを病院の先生

方等にもこれからお願いをしていくような、そう

いった予定でおります。 
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○「やさしい日本語」を活用した外国人県民への

防災意識の普及・啓発 

続きまして、防災についての取り組みについて

お話します。防災について、本県で特徴的なもの

は、やはり外国人の県民の方というのは、日本語

力に不安を抱えていらっしゃる方も多いというこ

とで、やさしい日本語という日本語を読み書きが

特に難しいという特性がありますので、漢字を減

らしたりルビを振ったり、あるいは出来るだけや

さしい言い方に置き換えて、それをやさしい日本

語と呼んでいるんですけども、そういったものを

活用して外国人の県民の方に防災意識というもの

を持ってもらおうということで県として取り組み

を行っております。 

具体的には、私ども多文化共生課の方で、県の

危機管理部の方で協力をしまして、県の危機管理

部の方で作成をしております、地震防災のガイド

ブックであるとか避難生活ガイドブック、こうい

ったものもやさしい日本語版を作成して、外国人

の県民の方に配布をしております。こちらはその

中の 1 ページの一部分なんですけども、こういっ

た簡単な日本語を、ルビもすべて振ってあります

し、出来るだけ難しい漢字を使わずに、簡単な日

本語で防災ガイドブックを作って、外国人の方に

配布しています。現在の市町も、転入の窓口の方

で防災マップ等と一緒に配布をしていただくよう

にお願いをしております。今年度、やさしい日本

語の方のお話をさせていただきましたけども、そ

れ以外に、多言語版ということで、フィリピン語

とか英語等の方の、そういったガイドブックの方

も作成をしようと計画をしております。 

 

○静岡県多文化共生基礎調査の目的 

最後に、今回の多文化共生基礎調査についてお

話をさせていただきます。こちらの方は、調査の

目的と申しましては、先ほど少しお話をさせてい

ただいた県の多文化共生基本計画、この計画に基

づいて、県の方は多文化共生施策というのを進め

ているんですが、こちらの方が本年が最終年です。

来年度からは新しい基本計画に基づいて、県の新

しい施策というのを進めていくという予定になっ

ております。それもありまして、本年度多文化共

生基本計画の改定の作業を現在進めておりますけ

れども、その基礎資料、現状を把握するための基

礎資料として昨年度こちらの多文化共生基礎調査

を実施いたしました。 

 

○調査の実施方法 

実施方法としましては、実際のアンケートの発

送と受け取り等は県の直営でありまして、その内

容の調査分析に関しましては池上先生を中心とす

る静岡文化芸術大学の調査チームに委託をしまし

た。調査期間としては、昨年度の 5月 13日から今

年の 3月 17日になります。 

 

○調査内容 

調査内容につきましては先生方からこのあと詳

細に説明がありますけれども、簡単に話しますと、

主に外国人の県民の方と日本人の県民の方で、若

干調査内容が違っておりまして、外国人の県民に

関しては、日本語の能力、あるいは、現在の仕事

とこれまでの仕事とか、日本とのかかわり。あと、

静岡県は今後災害が起きる可能性が高いというこ

ともありまして、災害の危機管理への備えである

とか、子どもの教育とか将来について調査をして

おります。その一方で、日本人の県民に対しまし

ては、外国人住民に対する親しみであるとか、多

文化共生に関する意見等について、お伺いをして

おります。 

 

○調査の範囲と対象者 

続きましては、調査の範囲と対象者等です。対
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象者につきましては県内に居住する 16歳以上の日

本人及び、外国人の県民の方です。こちらの方で、

外国人に関しましては、住民基本台帳数が 1,500

人以上の 7 か国に限定して調査を行いました。7

か国につきましてはこちらにある通り、ブラジル、

フィリピン、中国、韓国または朝鮮、ペルー、ベ

トナム、インドネシア、こちらの 7 か国ですね。

これで県内の外国人人口の大体 8 割ちょっとをカ

バーしております。対象市町につきましては、外

国人人口が多い 5市ですね。こちらの 5市ですね。

磐田市は同様の調査を 1 年前に行っていたために

除きました。 

 

○抽出方法 

抽出方法は無作為です。外国人は 5,000人。日

本人に対して 2000 人に調査票を発送いたしまし

て、回収率の方は、外国人が 1,197 人で 24.5％。

日本人は 879人ということで 44.1％になります。

特徴的なのは、こちらの基礎調査の方の、外国人

の方に対しては、母国語版とやさしい日本語版。

いわゆる日本語版ですね。2つを発送しましてどち

らか片方で答えてください、という話で調査の方

をお願いしているのですが、やさしい日本語版の

方で答えられている方というのは、大体どの外国

人の方も 3 割前後ですね。韓国、朝鮮だけは 7 割

ぐらい。特別永住者の方がいらっしゃるので 7 割

ぐらいなんですが、他の外国人の方は 3 割くらい

ということで、やさしい日本語であれば理解して

回答できる方というのがかなり増えてきているな、

という印象はあります。 

 

○調査結果 

最後ですけども、調査結果。これから調査チー

ムの先生方から詳細なご説明がありますけれども、

私の方からは何か簡単にご説明します。日本人の

県民の方の多文化共生に関する意識というのが、

親しみの場合についてお伺いをしているんですけ

ども、それほど外国人の方に親しみを感じる日本

人の方は増えていなくて、まだまだ定着に課題が

あるのかなと思っています。また、日本語力を有

しない外国人の方は依然一定数いらっしゃるので、

そういった日本語力が十分でない方に対して、ど

うやって、県、行政として、対応していくのかと

いうのが課題にあります。3 点目。前回の平成 21

年度の調査から平成 28 年度の今度の調査の中で、

東日本大震災とか熊本地震といったような大きな

災害が起きているので、外国人の方が自然災害に

対する意識というのは高まっていまして、行政と

してそういった時に、自然災害時の対応、あるい

は、行政情報など多言語での発信というのは考え

方としてあるのかなと感じております。 

 

○調査結果の今後の活用方法 

最後に、調査結果の今後の活用方法ですけども、

先ほども申し上げました通り、平成 30年度から新

しく改訂された基本計画の方を整合するものです

から、その際の現状分析の資料として活用します。

今回の調査の中で、今までの基本計画の中では外

国人の県民の方というのは、どちらかというと日

本人に比べて日本語力は劣るので、どちらかとい

うと支援する側、支援される側の対象としてとら

えていなんですけども、今後、外国人の方の中に

も能力の高い優秀な人はたくさんいらっしゃいま

すので、そういった方に、地域を担う人材として

活躍できる場づくりというのを作っていく。それ

を政策の方向としてとらえていくのが重要ではな

いかと、今県では考えております。私の方の説明

は以上となります。ありがとうございました。 

 

（池上） 

ありがとうございました。ほぼ持ち時間びっし

りなんですが、事実関係でこれだけは聞いておき
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たいっていう方はいらっしゃいますか。よろしい

ですか。また、最後の討論の所でお伺いすること

が出来るかと思います。小坂さんどうもありがと

うございました。 

 

それでは次は私の報告になります。お手元の資

料は、13 ページをご覧ください。ここからの資料

がちょっと印刷の関係で見えにくくなっている所

などがございます。どうかご海容をお願いしたい

と思っております。 

 

 

■日本人調査から見える多文化共生意識の変容■

池上重弘（静岡文化芸術大学）

 

○はじめに～報告の目的～ 

それでは、日本人調査から見える多文化共生意

識の変容ということでお話をしてまいりましょう。

まず初めに、報告の目的として、ここでは日本人

の調査。一部外国人の調査と比較しますが、基本

は日本人調査のことを紹介します。多文化共生意

識に関する項目の回答に焦点を当てます。具体的

には、多文化共生に関する意見と、外国人住民の

増加の影響についてどう考えるか、ということ。

2009 年と 2016 年で、可能な限り設問、選択肢を

揃えました。その 2 つを比較する部分も、一部ご

紹介したいと思います。とりわけ、体感治安、外

国人が増えて治安が悪くなるという風に考える方

が、やはり日本人の半分ぐらいいるんですね。そ

れについて、実態との照合をしながら、冷静な実

態把握が大事だということをお伝えしたいと思い

ます。 

 

○多文化共生政策の課題群 

多文化共生をめぐる政策には、大きく、労働、

社会保障、教育、この 3 つにさらに、受け入れ社

会に対する政策があります。日本の場合であると、

受け入れ社会側の日本人に対する政策というのが

大事になってくると言われています。具体的には

人権尊重、異文化理解促進、そして、広く多文化

共生意識を醸成していくということが大事になっ

てきます。今日のこの発表では、赤く書いてある

下の所に焦点を当ててまいりましょう。 

○日本人調査の対象 

日本人調査の概略です。先ほど小坂さんからも

お話がありました通り、5 つの市で、2000 部の無

作為抽出をしました。対象は 16歳以上の日本人県

民です。回答が 879、回収率が 44％です。大体日

本人の調査、アンケート調査を郵送すると半分ぐ

らいの回収率になりますので、ほぼそれに近いか

なと思います。うち、有効回答数は 874 で、これ

から以下お示しするのは、この 874 部に対する比

率ということになります。 

 

○日本人調査の調査項目 

調査の項目はここに書いたとおり、基本属性と

多文化共生に関わること、という大きく 2 つに区

分できます。実際の調査表は、基本属性が最初の

所と最後の所に分かれていますけれども、性別、

年齢から、お勤めの状況、5年後の生活の見込みな

ども聞いております。もちろんそれぞれの項目に

ついて報告書では触れているんですけど、今日は 1

つ 1つは触れません。県としては 11月 20日の多

文化共生審議会で、我々が 3 月に報告した報告書

を公表しますので、それ以降であれば、ウェブ上

でも PDFでも確認が出来るかなと思います。 

 

○回答者の基本属性 

回答者の属性を見てまいりましょう。男性女性

はほぼ半々。若干男性の方が回答率は高い。年代

を見てみると、60代が 1番上で 21％。50代以上

で 64％、ほぼ 3分の 2ということになります。比
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較的に年代の高い人が回答しているということが

分かります。回答者の居住する市は、浜松市、静

岡市がとびぬけて多いです。16 歳まで住んでいた

町はどうですかと尋ねると、63％、約 3分の 2が

今の町ですよ、という風に答えています。8割以上

は県内出身者、これは静岡県内の別の市ですね。

したがって、地理的流動性が比較的に低い人達が

回答しているということが分かります。あるいは、

回答者は地理的流動性が低いと言った方が正確か

もしれません。 

 

○外国人の知り合いの有無 

それでは次に、外国人の知り合いはいますか、

あるいは、外国人に対する親しみはどうですか、

という質問です。ここでは突出して多いのが外国

での生活経験がないという人で、92％と圧倒多数

です。実はこの傾向は 2009年調査とほぼ変わって

いません。静岡県の場合は、グローバル企業がい

っぱいありまして、海外駐在経験とか、あるいは

ある時期によく外国出張で出かけた、なんて人は

結構いるかな、と私は思ったんですが、回答者の

中では 92％であります。 

英語を使う機会はどうですか、と今回聞いてみ

ました。そうすると、87％はほとんど使う機会が

ない、と答えています。仕事で時々使うというの

は 5.6％と、若干多いんですけれども、ほぼ 9割は

英語はほとんど使わない、と言っています。 

 

○外国人との付き合い 

それでは、外国人との付き合いを見てみましょ

う。これも突出して多いのが、知り合いはいない

し付き合ったこともないという人たちで、52％と

半分を超えています。多いもので見てみると、就

労の場での付き合い、近隣での付き合い、友人と

しての付き合い、といった辺りが若干多いんです

けれども、やっぱり半分近くの多数は知り合いも

いないし、付き合ったこともない、というのが日

本人側の現状です。 

ではこれを外国人と付き合わせてみました。外

国人側は、質問項目としては、日本人との付き合

いはどうですか、という風に聞いているわけです。

比率で比べてみると、外国人の場合は日本人と仕

事の場での付き合いがあるよ、というのが 83％。

友人として付き合っていますよという回答が 62％。

近隣でお付き合い、あいさつ程度がありますよと

の回答が 63％で、突出して多いのが仕事、友人、

近隣。外国人から見た時に、日本人との付き合い

の多い局面というのは、仕事、友人、近隣で、6割

から 8割を占めます。3人に 2人から 4人に 3人

が、日本人と接点があるというけれど、日本人側

からすると、その部分で付き合いが多いよ、とい

う人は、実はあまり多くない。このように、ちょ

っとギャップがあるわけです。 

 

○生活地域で外国人と顔を合わせる機会 

次に、生活地域で外国人と顔合わせる機会はど

うですか、という風に聞いてみました。ざっくり

言うと、よくある、時々あるという人が 47％。あ

まりない、まったくないが 53％で、生活の地域で

外国人と顔を合わせるというのが、比較的ある人

とない人で半々ぐらいというのが、今回の回答者

の状況ということになります。 

 

○地域で暮らす外国人への親しみ 

地域で暮らす外国人への親しみはどうですか、

と尋ねました。これはちょっと私が 1 番ショック

を受けたデータなんですね。1番多いのは真ん中の、

どちらかといえば感じないで、これが 4 割です。

日本人は地域で暮らす外国人に親しみを「どちら

かといえば感じない」というのが 1 番多い。全く

感じない、という人の 25％と足すと、否定的な回

答が 6 割を超えている。日本人の調査では、地域
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で暮らす外国人に親しみを感じますか、と尋ねる

と、6 割が感じないと答えている。前回、2009 年

の調査、リーマンショックの後ですね。2009年調

査、どちらかといえば感じない、20％。全く感じ

ない、13％。足すと 33％。つまり、今回の 2016

年は、前回の 2009年と比べて、親しみを感じます

かという質問に対して否定的な回答が 33％から

60％で、ほぼ 2 倍になっている。これはかなり衝

撃的な数字でした。このことの背景については、

いろいろ考えられると思いますけれども、今日、

今ここの段階では、数字をご紹介するにとどめて

おきます。 

では、外国人側は日本人に対して親しみを感じ

るんだろうか。同じ質問を逆にしたものと比べて

みました。そうすると、青が、これブラジル人と

ありますが、グラフの間違いで外国人です。お手

元の資料は外国人と直っています。1 番多いのは、

どちらかといえば感じる。これが 42％。さらに、

とても感じる、が 22％で、この 2つを足すと 65％

ぐらい。外国人の場合、大体 3 分の 2 は日本人に

親しみを感じていますよ、ということです。どち

らかといえば感じない、が 26％。全く感じない、8％

で、否定的な回答は、足したとしても 3 分の 1 く

らい。ここに、日本人側は 6 割近く感じないとい

うことに対して、外国人側は 3 分の 1 くらい、3

割ちょっとくらいということで、大きなギャップ

があるわけです。このギャップをどう埋めていく

か、というのが、日本人に対する多文化共生意識

の醸成の大きな課題。そして、その意識を醸成し

た結果、このギャップがより良い方にお互いに変

わっていくというのが、おそらく目標になってく

るんだろうな、と思います。 

次に、外国人との付き合いのあるなしで、日本

人をグループ化してみました。先ほど言ったよう

に、付き合いがないという人が 52％。何らかの付

き合いがある人たちをまとめて 44％。大体半分ぐ

らいにしたところで、先ほどの、親しみを感じま

すか、というのと掛け合わせたのがこちらのグラ

フです。細かい数字はともかく、上の方、付き合

いがありますよ、というグループ。下の方は、外

国人と付き合いはないですよ、というグループ。

見ていかがですか。明らかな傾向の違いがありま

すよね。付き合いがあるグループは、とてもよく

感じる、親しみを感じる。どちらかといえば感じ

るで、ほぼ 50％です。外国人との付き合いがある

グループは、親しみを感じるという肯定的評価が

50％。対して、外国人との付き合いがないグルー

プ。付き合いがないグループは、どちらかと言え

ば感じるまで含めても 2割に達していない。逆に、

付き合いがないグループは、どちらかと言えば親

しみを感じない、が 44％。38％は、全く感じない

で、否定的な評価は 8 割を超えているということ

が分かります。したがって、どこかで何らかの付

き合いがある、これが親しみを感じるか感じない

かというところに大きな影響を及ぼすんだな、と

いうことがここから見て取れます。 

ここまでの小さなまとめをしてみましょう。今

回の調査の日本人回答者の多くは、平たく言うと

地元民。静岡県内で、多くの場合、自分が小さい

頃から住んでいた町にずっと住んでいる。海外で

の生活経験は乏しく、地理的流動性は低い。約半

数は、外国人との付き合いがない。地域で暮らす

外国人に対しては 6割が否定的。これは 2009年の

同様の質問と比べた時、ほぼ倍増している数字だ

ということになります。外国人と付き合いのある

人は、親しみに対して肯定的な回答が多い。ここ

から分かることは、外国人側は日本人側との交流

に好意的だという点です。そこにアンバランスな

状況がある。外国人との接点作りを進めることが

大事なのではないかという点が、ここから見て取

れます。 
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○多文化共生に関する意見 

それでは、多文化共生に関する意見についてご

紹介してまいりしょう。次の意見について皆さん

どう考えますか、という質問です。設問には、こ

こで青で書いた専門用語は書いてありません。た

だし、同化主義的な項目。それから、統合。統合

というのは、外国人がやってきた社会で受け入れ

られて、その能力を身に付けていく。受け入れる

社会も何らかの、例えば、日本語を学ぶ場を提供

するとか、学校の場で子どもたちが付いてこれる

ような仕掛けを作るという、受け入れる社会側も

何らかの政策を展開する。これは統合。多文化主

義。これは統合をさらに進めて、母語や母文化の

維持発展に行政が積極的に関わる、税金を投入す

るというような、オーストラリアやカナダのよう

な政策です。上の(1)、(2)。外国人は自分自身の努

力で、日本の言語や文化を学ぶべきだ。外国人は

日本の社会に溶け込むよう、習慣ルールを学ぶべ

きだ。(3)番の統合。地域の活動に外国人も積極的

に参加すべきだ。(4)番。行政は、外国人が日本の

言語、文化を学べるように支援すべきだ。行政の

支援ですね。(5)番は、行政は、外国人が彼ら自身

の言語や文化を守れるように支援すべきだ。(6)番

は、日本人は、地域に住む外国人の言語、文化を

学ぶべきだ、という考え方です。 

では、各質問に対する回答の分布を見てみまし

ょう。上の 2 つの同化的なことを見ていきましょ

う。日本の言語、文化を学ぶべきだ。習慣ルール

を学ぶべきだ。青はそう思う、茶色はどちらかと

言えばそう思う、ということで、これは非常に高

いです。言語、文化の習得は 8 割。習慣ルールを

知ってほしいは 9 割。非常に高い。次に、地域に

積極的に参加すべきだ、という所を見ると、全体

で見ても 7 割をちょっと切っています。行政は、

日本の言語、文化を、外国人が学べるように支援

すべきだ、という所。これは、8割で結構高い。し

たがって、行政が何らかの形で日本語の支援など

に関わる、税金を使って行うことについては、広

い支持が得られる、という風に考えて良いかなと

思います。次に、多文化主義的な所。外国人の母

語、母文化を支援すべきだ、という所。これは 7

割くらい。ちょっと減りますね。日本語と比べて

減る。さらに、日本人が外国の言葉などを学ぶべ

きだ、というのは半分ぐらい。積極的な評価は 10％

くらいで、ちょっと減っているということです。 

こういう状況で、ここから言えることは、外国

人が日本の言葉、文化を学んでほしいな、生活や

ルールは知ってほしいなという点。だけど地域活

動に参加をして欲しいな、というのはちょっと減

ってくる。日本のことを知ってもらって、迷惑を

掛けてほしくないな。でも、身の回りで関わって

くるっていうのは、うーんちょっとな、みたいな

感じがここからは受け取ることが出来ます。 

 

○行政が取り組むべきこと 

行政が取り組むべきこと、というのを見てみる

と、多言語情報提供が 1 番多くて 67％、3 分の 2

です。災害時の緊急放送を多言語で行う、半分ぐ

らい。病院、診療所での医療通訳の充実。先ほど

の小坂さんの話にもありましたけど、これは結構

日本人も求めている。あと、50％を超えるものは、

労働に関する相談や、生活相談ということになっ

てきます。以上、多い順番に選択肢を並べてみま

した。こういった項目についての支援のニーズが、

日本人側からもある。 

 

○外国人増加の影響 

次に、外国人の増加の影響です。社会に多様性

が生まれる。日本固有の文化が損なわれる。地域

経済の活性化に貢献する。日本人の仕事が奪われ

る。外国文化に触れる機会が増える。治安が悪化

する。公立学校の教育水準が下がる。この設問自

14



15 
 

体が、聞くとドキッとするような設問なんですが、

これについてどう思いますか、という質問の結果

がこちらになります。 

まず 1番上。社会に多様性が生まれる、という

のは、全体でいうと 8 割近くが、そうだね、とい

う風に回答しています。日本固有の文化が損なわ

れる、ということについては、実は、そう思うと

いう人は 3 割に達していません。つまり、外国人

が増えたから日本固有の文化が損なうっていうわ

けじゃない。必ずしも外国人の増加と関係ないん

じゃないか。どちらかといえば、そう思わない。

全く思わないっていう人が結構多いんですよね。

しばしば外国人が増加することで日本文化が損な

われるという風におっしゃる方がいるけれど、必

ずしもそういう風な意見ばかりではないというこ

とです。次に、地域の経済の活性化に貢献する。

これが 50％を超えています。日本人の仕事が奪わ

れるということに対して、これも、そう思う人は

実は 25％くらいと少ないです。しばしば外国人が

増えてくると、日本人の職場が危うくなるんだ、

という言い方をする人がいます。ただ、現状では

少なくとも静岡県を見てみると、製造業の現場で

働く人が多くて、それらは、日本人の労働者がな

かなか参入しない部分で働いている人が多い。こ

の後また、中川さんからも紹介がありますけれど

も、例えば、女性や高齢者の活躍を求めていく、

という大きな社会の風潮がありますが、だからと

言って、3交代制の工場で、女性や高齢者がバリバ

リ働くかというと、なかなかそれは難しい。そう

いったニーズを、外国人労働者が担っているので、

地域の経済の活性化に貢献するというような考え

方があって、お答えはある程度同意されているの

かな、という風に思います。外国文化に触れる機

会が増える。これは、多様性が生まれると同様に 8

割近くが賛同しています。次に、治安が悪化する

という考え方については、半々ですね。そう思う、

どちらかといえばそう思う、で半分。どちらかと

いえば思わない、全く思わない、で半分ぐらい。

これはちょうど 2 分する形。公立学校の教育水準

が下がる、ということに対しても、2割弱です。必

ずしも多くの人はそう考えてはいないですね。こ

れが外国人増加の影響に対する皆さんの評価です。 

 

○2009年調査と 2016年調査の比較 

ではこれを、2009年の調査と比較してみました。

おそらく皆さんのお手元の資料も小さくて見えな

いし、前のこのグラフも見えないと思いますが、

ざっくりと、2016で増加したものと減少したもの、

というので分けてみました。実はこれ、上が 2016、

下が 2009 です。この青線は 2016 で増えました、

赤線は 2016で減りました、というものです。 

最初の項目、多様性が生まれるという評価は、

若干ですが肯定的な評価が増えて、現在は 8 割程

度が肯定です。異文化に触れる機会が増える、と

いう項目は、2016の 8割は同じですけども、2009

年と比べるとそういう肯定的な回答が結構増えて

いる。したがって、2009年と比べて、文化的な多

様性、異文化に触れる、ということに対して、肯

定的な評価をする人が増えました。この間、5 年、

6，7 年の中で、肯定的評価につながる経験を持っ

た人たちも増えたのかな、と思います。 

その逆に、日本固有の文化が損なわれる、とい

う考え方に対しては、2009年に 3割くらいいたの

が、2016年は減っています。外国人が増えたから

日本固有の文化が損なわれるとは必ずしも言えな

いのではないか、という考え方が増えてきた。次

に、日本人の仕事が奪われる、という所を見てみ

ると、2009年では 4割ぐらい、3割 5分ぐらいで

すかね。これが今回はちょっと減っているわけで

す。外国人が増えたからと言って、日本人の職場

が狭くなっているわけでは必ずしもない、という

風な認識が広まってきた。経済的な貢献について
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いうと、2009 年より 2016 年のほうが増えていま

すね。40％から 55％くらい。外国人の貢献を高く

というか、肯定的に評価をする人が増えている。

今の所が非常に重要なので確認しますが、外国人

の増加に伴って日本人の職場が奪われる、と考え

る人は減っている。対して、外国人の地域経済に

対する貢献を評価する人が増えている、というこ

とです。 

では、問題になっている、治安の悪化について

の考え方はどうでしょうか。先ほど私は、肯定的

評価と否定的評価が半々だ、という風に申し上げ

ました。これが 2016 年。では、2009 年と比較す

るとどうだろうか。2009 年時点で実は、7 割の人

たちが外国人が増えると治安が悪化する、と答え

ていました。そう思うが 3 割。どちらかといえば

そう思う、という人たちも 40％いて、70％が治安

が悪化すると思っていた。それが今回、半々ぐら

いだけど、20 ポイント近く減っている、というこ

とも合わせて申し上げなければいけないかなと思

っています。2009年というのは、ちょうどリーマ

ンショックの後でしたので、仕事をなくした人た

ちが街に溢れていた。日本人でももちろん失業し

た方がいたし、外国人で帰国した人も多かったけ

れども、南米系の人たちが失業している、という

状況の中で、そういった社会不安を感じるという

意見が多かったのかもしれません。 

 

○「顔の見えない」関係の危うさ 

それでは、こういった治安の悪化、体感治安の

悪化について、少し警察庁の資料などを見ながら、

私なりの見解を示したいと思います。今日は静岡

県警の方もいらっしゃっているので、もしこれは

違うぞ、というのがあれば、ディスカッションの

中でご教示いただければと思います。 

これは私が作った図なんですけれど、外国人が

暮らしていて、目はちらっと日本人の方を見るん

だけど、体は向ききっていない。頭の中を占める

のは仕事のことが大きい、みたいな、そんなイメ

ージです。こちらは日本人の側で、老若男女が集

まって、外国人が近くにいるんだけど、あの人た

ちは何だろうねって、正面から向き合わない。目

の前に住む外国人を知ろうとしないし知るすべも

ない。一方で、メディアでは否定的なイメージが

出てきて、外国人は怖いというようなイメージが

投影されていく。 

 

○来日外国人の検挙件数の推移 

これからご覧いただく資料も、細かい数字はと

もかく、大きな推移がどうなっているかをご覧い

ただきたいと思います。これは、警察庁が出して

いる統計資料で、来日外国人の検挙件数です。90

日未満の滞在で短い期間やってくる人たちと、90

日以上在留する中で永住資格を持っている人を抜

いたものです。件数は多少でこぼこはありますが、

2004年、2005年あたりをピークに下がっている、

という大きな動きがあります。検挙人員について

も、2004 年、2005 年あたりをピークに下がって

いる、という大きな流れがあります。 

 

○来日外国人の検挙人員の推移 

検挙件数も人員も、2004 年、2005 年をピーク

に下がっている。若干変動はありますけどね。日

本に在留する外国人の数はどうかというと、2008

年をピークにちょっと下がりましたが、今また増

えている。2004 年、2005 年と外国人全体は増加

していますが、先ほどの、犯罪検挙件数と人員は

減っているという実態があるわけです。 

刑法犯に占める来日外国人の比率というのも大

体 2％くらいで、20 年くらいほぼ同じぐらいで推

移しています。つまり、一定数検挙される人がい

るけれども、それが急増しているというわけでは

ない。 
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○全国と静岡県の来日外国人犯罪の検挙件数比較 

2013年と 2012年のちょっと古いデータですけ

れども、県警からいただいたデータで比べてみま

した。全国で 1万 5千。静岡県で約 500で比べて

みます。それらの数字をそれぞれ 100 としてみる

と、全体の半分くらい 50％くらいが、窃盗犯です。

侵入及び非侵入ですけれども、多くは万引きとか

自転車を取っていった、というような比較的人に

危害を与えるような形じゃないものが多い。また、

入管法違反が 20％くらいあります。これは、入国

管理法違反のオーバーステイですけれども、日本

人の場合はこの項目は当てはまりません。日本人

には該当しない区分で、2割くらいが来日外国人の

犯罪としてカウントされていることが分かります。 

さらに、来日外国人と日本人の数字を永住者も

含んでますけれども、比較してみました。ざっく

りと言うと、10 万人当たりの検挙数を見てほしい

のですが、来日外国人が 10万人当たり 96の検挙。

対して日本人。永住者も含んでますけれど、305

の検挙ということで、来日外国人の検挙数が、日

本人よりもはるかに多いというような状況には、

実はなっていないということが、警察庁の統計か

ら分かるかなと思います。 

 

○冷静に捉える目を 

したがって、冷静にとらえる目を持つことが大

事です。外国人による凶悪犯罪が発生しているの

は事実です。静岡県内でも、そういった事件があ

ることは皆さんも新聞等でご存知かもしれません

が、外国人犯罪にカウントされるものの多くは、

甚大な刑法犯とは異なる区分で起きているという

のも事実です。安易な外国人の犯罪増加という意

識は、目の前にいる外国人に犯罪者イメージを投

影転化してしまうというちょっと危険なメカニズ

ムだということを、ここで皆さんと確認したいと

思います。 

○まとめ 

それでは私の発表の最後のまとめになります。

外国人が日本語、地域の習慣を学ぶことに対して、

それを求める日本人の声は多い。外国人の増加を、

日本文化や日本人の仕事への脅威と捉える人は少

ないと言っても良いかなと思います。しかし、2016

年、2009年と比べて減ったとはいえ、治安の悪化

と結び付けてとらえる人はやはり過半数いて、犯

罪統計の実態とは異なる体感治安というのを、日

本人の多くは考えているのかもしれません。そこ

で、事実を周知して多文化共生の推進を進める必

要があります。日本人に親しみを感じる外国人が

多いことは、先ほど皆さんと共有できました。そ

ういった外国人との接点作りから顔の見える関係

を構築していくことが、多文化共生を進める上で

大事だなというのが、今回の私の分析からの結論

であります。ご清聴どうもありがとうございした。 

 

それでは、若干時間がありますので、ご質問を

お受けしたいと思います。今の日本人調査の部分

についていかがでしょうか。挙手いただけると、

スタッフがペンマイクを持って回って行きますが。

いかがでしょうかね。じゃあマイクを。 

 

（高畑） 

ご報告ありがとうございました。静岡県立大学

の高畑です。2009 年と 2016 年調査をちょっと比

較してなんですが、回答者の年齢層というのは上

がったんでしょうか。それとも変わらないんでし

ょうか。 

 

（池上） 

今、手元でそれをさっと答える用意はありませ

んが、報告書の時にはそれをきちっと比較の前提

として、年代の分布、平均年齢等々を明らかにし

たうえで、検討していきたいと思います。ただ、
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常識的に考えると、日本は少子高齢化が進んでい

ますので、若干上がっているっていう傾向にある

のかな、と思いますが、今は、正確に答える準備

はございません。申し訳ございません。 

他もう 1名ほどいかがでしょうか。よろしいで

しょうかね。 

 

それではこれから 10 分間の休憩をとって、次

は 15時からの再開としたいと思います。 

 

―休憩― 

 

（池上） 

皆様よろしいでしょうか。それではこれから後

半に入ってまいります。 

後半は、外国人調査に関する 2つの報告で、ま

ず最初は、地域社会における外国人の生活と居住、

ということで、慶応義塾大学の竹ノ下さんにご報

告をいただきます。お願いします。 

 

 

■地域社会における外国人の生活と居住■ 竹ノ

下弘久（慶應義塾大学）

○本報告の概要と県内外国人の人口動向の近年の

推移 

本日はお越しいただきありがとうございます。

私も、2012年 3月まで、静岡大学で勤務をしてお

りまして、それがご縁で、池上さんたちと一緒に

こういう形で静岡県や浜松市の調査のお仕事をさ

せていただきました。今日は主に、地域社会にお

ける外国人の生活と居住というテーマで、今回の

調査結果から見えること、主に 2009年との比較も

踏まえながらご紹介させていただきます。 

先ほどから何度も話には出ていますが、静岡県

には中南米出身の日系人の方が多くお住まいでし

たが、2000年代後半の経済危機によって、一部の

人が国に帰られた。それによって、静岡県内のブ

ラジル人、ペルー人人口が大きく減少したかと思

うんです。他方で、先の報告でもご紹介があった

ように、フィリピンとベトナムの出身の方が近年

増えてきている。そして、これは全国的な傾向と

は異なりますが、中国の人が静岡では減っていま

す。このグラフは、そうした人口の変化を図示し

たものです。ブラジル人に関しては、このように

減少傾向にある。他方で、ブラジル人を除いてみ

ると、このように、中国の人は近年、東日本大震

災ぐらいから、減少傾向にあって、他方で、フィ

リピン、ベトナムの人が増えています。このよう

な人口構成の変化が、生活や定住にどのような変

化をもたらしているのかを少し考えてみたいと思

っています。日系人の人たちについては、短期滞

在予定の方が多く帰られたのではないか、と言わ

れています。その結果、永住や長期滞在予定の人

が残っている。だから、残った人に関しては定住

化がより進展した結果が見られるのではないか。

その上で、定住化が進展してもなお、どういった

点で外国から来ている人が生活に困っているのか、

困難を感じているのか、というのを行政としても

把握する必要があるのではないかと考えています。

ですから今日のお話では、主には、2009年と比較

してどういった局面で外国出身の人たちの定住化

が進行しているのか、それを中心にご紹介させて

いただきます。 

 

○通算滞在年数 

まずは、通算滞在年数をシンプルにざっくりと

比較しています。こちらの下の方が 2009年の結果

で、青が 2016年の結果です。ブラジルとペルーに

関しては、単純に、滞在年数が 6 年ほど増加して

います。これはつまり何を意味するかと言うと、

ブラジルとペルーの人に関しては、新しく入って

きた人はあまりいないということです。昔からい
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る人がずっと残っている。他方で、フィリピンは

そこまで増えていません。2008 年から 2012 年ま

でですね。最も顕著なのはベトナムです。ベトナ

ムの場合には、2009年では、平均通算滞在年数が

8年だったのが、2016年では 7年に減っている。

つまり、ベトナムの人に関して言えば、逆に、2009

年から 2016年にかけて、新しく来た人が増えてい

る。その結果、通算滞在年数が減少しているとい

うことを、意味すると思います。そういう意味で

は、滞在年数に見る外国人住民の多様化というこ

とが、2009年から 2016年にかけての変化として、

言えるのではないかと思います。 

これも、従来からよく言われていることですが、

定住、永住を前提とするグループ。とりわけ、日

系人、永住者、日本人と国際結婚した人たち、結

婚移民の人たちですね。この人たちが、定住や永

住を前提とするグループとして挙げられるかと思

います。他方で、短期滞在を前提とするグループ

としては、技能実習生の人たちがあるかと思いま

す。つまり、日系人の人たちがこれまで担ってい

た仕事の分野に、技能実習生の人たちが入ってき

ている。日系人が減った分、技能実習生が増えて

いるということではないかなと思います。両者の

中間に、専門職の外国人住民が、ちょっとこれは

傾向がはっきりしないんですけど、そういう方た

ちがいるのではないか、ということです。 

 

○住居から見る定住化 

そして、次に見てみたいのは住居、住まいとい

うことから、定住化を把握してみようかなと思い

ます。つまり、短期滞在の日系人の人たちは、経

済危機によって母国に帰られた。そして残った人

たちは、より日本社会に根差していこうとしてい

るのではないか。そういう仮説を持って、その結

果として、外国から来た人たちは、持ち家という

のは、もしかしたらこの間増えているかもしれな

い、と考えて、それを少し比較してみました。こ

ちらのオレンジ色が 2009年で、青色が 2016年の

結果です。持ち家率で比較してみますと、2009年

時点では、持ち家率は 2 割ですね。これはちなみ

に、マンション等の集合住宅も含む結果ですけど

も、それが、2016 年にかけて少し増えています。

20％から 25％。およそ、4から 5ポイントほど増

加しているという結果です。もうちょっと増えて

いるかな、と思ったんですけど、予想よりも大き

な変化ではありませんでした。ただし、顕著な変

化として私が気づいたことに、日系人の方と言う

と、派遣業者が社宅を提供してそこに住むという

形態が、以前はかなり顕著だったと思うんですね。

それが、大きく減少しています。23％から 24％く

らいあったのが、近年 15％にまで減少しています。

これは 1つ大きな変化ではないのかなと思います。

そして、逆に民間のアパートが増えています。他

方で、ちょっと気になるのが、公営住宅の入居率

というのが近年減少傾向にあるということです。

これも若干気になるところかなと思います。一応、

住居という点ではこういった変化が見られます。 

次に、これを今回静岡県内の日本人の方にも、

基本的な項目については、外国から来た人と比べ

られるように、いくつか基本的な属性を聞いてい

ます。住居のことも聞いていますので、日本人と

外国人で、住居にどのような格差があるのか調べ

てみました。明らかなように、静岡県内の日本人

の方というのは、先ほど池上さんからもご紹介あ

りましたように、流動性が低い。つまり、ずっと

同じ市に住んでいらっしゃる方が多い。そういっ

たことも反映して、持ち家率が極めて高いわけで

す。全体のほぼ 8 割が、自分の家を持っている。

ですから、外国人の持ち家率は確かに増えたんで

すけれども、日本人との違いはなお大きいという

ことが言えるかと思います。全国規模の調査とも

私、日本人を対象にした全国規模の調査とも比較
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したこともありますが、その時も、外国人の住居

の傾向として最も顕著であったことは、会社の社

宅に住む人が多い。これは主に派遣業者が提供す

るかと思いますが、そういう意味では、社宅に住

む人が、確かに近年減ってはいるんですけど、ま

だ日本人と比べると、日本人の場合には、1％とか

2％と、非常に低いわけですし、これは、全国調査

の結果ともあまり変わりません。静岡だから特に

低いというわけでもないわけですね。そういう意

味では、まだまだ日本人との違いは、住居に関し

ては大きいのかなということが分かります。 

 

○今後の滞在予定 

次に、2009年と 2016年で今後の滞在予定につ

いて比較しました。今後の滞在予定はとても大切

な質問項目で、やはり、永住を決意するかどうか

ということは、様々な他の指標ですかね、適応や

日本社会の定着に関する項目とつながりが深いで

すね。そのようなこともあって、今後の滞在予定

が、2009 年から 2016 年にかけてどう変化してい

るのかを見ることは重要かと思います。やはり、

先ほどの短期滞在の人が帰った、永住、定住を決

意している人が残ったのではないか、という仮説

をほぼ支持するような結果が得られます。つまり、

2009年時点では、日本に住み続ける予定というの

は、およそ 3 割しかいなかったのが、近年ではこ

れが 53％まで増えているわけですね。そういう意

味では、永住予定が大きく増え、およそ半数が日

本に永住を予定しています。他方で、2016年でも

まだ 3 割弱が、あとどれくらい日本で生活するか

分からないという回答も見られます。静岡県内で

は日系人の人を中心として、よく帰国志向が強い

ですとか、いつかは本国に帰りたいと思っている

方が多い、ということがよく言われていました。

それに関しては 2009年から 2016年にかけて比較

をすると、やはり大きな違いがみられるのではな

いかと思います。 

国籍と、今後の滞在予定を国籍別に分割して見

たのが、次のグラフになります。いくつか特徴的

な違いがみられますが、その中でも相対的に永住

を決意している人で、ブラジルの人で、やや低い

という結果が見られます。48％ですね。フィリピ

ンが 54％。中国は 61％。韓国または朝鮮の方は、

特別永住者が多くをしめていますから、15％。ペ

ルーは 56％。ベトナムは 53％。インドネシアが

14％と、非常に低いのは、これは、法的滞在地位、

つまり、研修技能実習生がインドネシアに関して

は多くを占めている。そういった要素が大きく反

映した結果ではないかと思います。 

さらに、国籍別の動向は、在留資格とも大きく

関係していますので、在留資格との関係について

も確認してみました。その結果、先ほど申し上げ

た点、永住、特別永住、技能実習は、今後の滞在

予定とも大きくかかわってくると思います。ただ、

永住者でも、永住資格を持っていても分からない、

という回答が 3 割を占めている、というのも 1 つ

興味深い点です。特別永住に関しては 95％ですが、

定住者については、分からないと日本に永住予定

の回答がかなり近い比率になっています。他方で、

国際結婚の人たちでは、日本人・永住者の配偶者

等は、永住予定という回答が多いことが分かりま

す。 

 

○日本人との付き合い 

次に、定住化の進展を考えるに際し、日本人と

の付き合いが変化したかどうかというのを見てみ

ました。つまり、定住化が進展することによって、

地域社会で日本人との付き合いが増えたのかなと

予想しましたが、これについては、時点間で大き

な変化は見られませんでした。とはいっても、一

緒に働いている友人として付き合っている、日本

人とあいさつ程度の付き合いがある。これは、2009
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年でも 2016 年でもかなり人数は多かったと思い

ます。ですから、働いている、友人として付き合

っている、あいさつ程度の付き合い。それぞれ、

すでに 2009年時点でも回答が多かったので、大き

な変化は見られないということですね。この中で

顕著な変化があるとしたら、自分または親戚が日

本人と結婚して、日本に住んでいるが、23％から

29％に増えている。つまり、外国人が日本人と付

き合うという時には、自分がそもそも国際結婚を

しているという回答がもしかしたら増えているの

かなと考えまして、日本人との婚姻関係を、これ

はたぶんこの統計じゃなくても分かることかもし

れませんけれども、今回の調査対象者について確

認しました。配偶者の国籍で日本という回答が、

2009年では 23％だったんですけど、それが、34％

まで増えています。そういう意味では近年、静岡

県に住んでいる外国出身の人と言うと、やはり国

際結婚の占める割合が増加傾向にある。これは 1

つ、今後の政策展開で抑えておくべきポイントで

はないかなと思います。とりわけ、フィリピン、

中国、韓国または朝鮮、そして、インドネシアと

いうと、研修技能実習生のイメージも強いのです

が、配偶者がいる人で日本という回答は 53％にな

っておりますので、そういう意味では、インドネ

シア出身で日本人と結婚している人というのは、

これだけいるということをおさえておきたいと思

います。他方で、中南米出身者に関しては、日本

人との結婚はあまり進んでいないという、これも 1

つ興味深いポイントかなと思います。 

 

○防災 

次に、防災に関して、定住化は進行しているか

というのを確認してみました。まず、ここにはグ

ラフは載せていないのですが、東海地震の認知と

いうものが、どう変化したのかを見てみますと、

2009年と 2016年では、あまり変わっていません。

2009年時点でも、将来静岡県には東海地震は来る

ということは、かなり知られていたということで

すね。2009 年の 87％が若干減って 2016 年には

84％になりました。 

もう 1つ確認したいのが、防災への準備、対策

はどうかというのを、2009 年が青、2016 年がオ

レンジとなっていますが、こちらで比較をしてみ

ます。これを見てみますと、ちょっとほっとする

のが、比較的準備が進んでいるというか、例えば、

指定避難所の確認だと 46％から 59％に増えてい

る。家族や知人との連絡方法が 20％から 4割まで

増えている。いずれも増えています。逆に、全く

していません、特に、こういった防災への準備、

対策を何もしていないという人も、2009年が 5割

近くいたんですね。それが、2016年では 2割にま

で減っていると。ちょっとこれは、ほっとするよ

うな、良かったな、と思います。なんでなんだろ

う、というのをこの直前にチームで話し合ったの

ですが、アドバイスいただいた点としては、やっ

ぱりこれは、3.11 と熊本地震の影響も大きいので

はないか。政策だけじゃなくて、やはり、実際に

大きな地震が日本に来たということもあって、そ

れ以前から日本に住んでらっしゃる方に関しては、

やっぱり日本は地震が多いんだ、ということを認

知していただく大きなきっかけになっているので

はないかということかと思います。 

 

○母国への送金と貯蓄 

最後に、経済的なことについて少し見ていきま

す。特に、短期滞在を予定している外国出身の人

たちという点では、やはり、当初日本に来た大き

な目的は出稼ぎであると。つまり、日本で稼いだ

お金を本国に残してきた家族に送る。そういう意

味では、母国に送金をするっていうのは、すごく

重要なミッションだと思います。他方で、定住化

が進行するにしたがって、母国への送金が少しず
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つ減っていくのではないか。そして逆に、日本で

の貯蓄は少しずつ増えていくのではないか、とい

う風に考えました。単純に送金と貯蓄を見てみま

すと、送金していないという回答も、半分以上占

めていまして、しているという人でも、全体を合

わせると大体 4 割くらいの人が、月に 1 万円以下

とか、あるいは、月に 1 万円から 5 万円程度。月

に 5万円以上送金しているという方も、回答者の 1

割くらいになります。他方で、日本で全く貯金を

していない、という回答も 5 割程です。貯金をし

ていても、500万円以上貯金しているという人は、

わずか 6％。 

皆さん自身がどれくらい蓄えていらっしゃるか

分かりませんが、日本全体の統計があれば良いか

もしれません。とはいえ、こうした結果を見てみ

ると、日本全体の貯蓄額と比べると明らかに低い

傾向なのかなと思います。送金と貯蓄との関係に

ついても調べてみました。家族への送金額が少な

い人は、その分を貯蓄に回しているのかという仮

説を考えて、分析によって確認してみたところ、

明確な関係を認めることはできませんでした。他

方で、滞在年数との関係については、定住化が進

展してくることで、日本での貯蓄が増えて、逆に、

海外送金は減るのかなと思い、確認してみました。

分析の結果、滞在の長期化に伴い、出身国への海

外送金は減少する傾向にあることが分かりました。

しかし、滞在年数が増えたからと言って、貯蓄額

が増えていくかというと、そうではなかった。池

上さんは、これは衝撃的な結果じゃないかと、以

前おっしゃっておられました。滞在年数が長い人

でも実は、全く貯金が無いという人が、滞在年数

20 年で 7割。25年以上でも 64％と、ほとんど日

本で貯金していない額は、滞在年数とまったく関

係がないのですね。今回の調査では、厚生年金等

への加入については質問していないのですが、外

国人には年金未加入者が多いので、老後の生活は

大丈夫なのかなって、ちょっと心配になる結果で

す。 

そして、今後の滞在予定に関しては明確な関係

が見られまして、日本に永住を予定している人ほ

ど、日本で貯金はしていない、という回答が、分

からない、という回答の人よりも少ないです。で

も、6割は貯金していません。今後の滞在って分か

らないという人は逆に、4分の 3が全く貯金がない

人。だから、少し減っています。他方で、日本に

永住している人は、送金はしていないという回答

は 4 分の 3 に達していますけれども、帰国予定の

人は送金している人が多いです。ですから、今後

の滞在予定に関しては、日本での貯蓄と海外送金

に関しては、明確な傾向がみられる、ということ

が分かるかと思います。全体的に見ると、やはり

滞在予定は、永住にシフトしていますから、そう

いう意味では、少しずつ日本で貯蓄して、海外に

はあまりお金を送らなくなっている、ということ

が、1つ傾向としては言えるのかなと思います。 

 

○分析結果の概要と総括 

まとめます。全体的に、今回の滞在年数、住居、

日本人とのおつきあい、そして、今後の滞在予定、

日本人との婚姻、防災、そして、貯蓄と送金。こ

れらの項目に関して、定住化傾向がどれくらい認

められるのかっていうのをざっと概観してまいり

ました。そういう意味では、いずれの項目も全体

的な定住化傾向が進展してきていると言えると思

います。中南米の日系人に関しては、短期滞在予

定者が多く帰られて、対象者全体としては、永住

予定の人が多くなっている。そして、中国、フィ

リピンは、中南米よりも定住志向が強く、そして、

そういった中国、フィリピンを始めとするアジア

系の人たちは、日本人との婚姻が大きく増加して

いる。防災についても、以前より防災対策をする

人が増え、そして、日本への永住の決意というも
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のが貯蓄を促し、海外送金を減少させた。そうい

う意味では、定住化の進展や、定住化を決意して

いる人を念頭に置いた上で、静岡県が今後の政策

を企画・展開されていくことをお考えいただける

と良いのではないかと思いました。以上で発表を

終わらせていただきます。ありがとうございまし

た。 

 

（池上） 

はい。ありがとうございました。定住化、定住

化と、よく言われる所を切り込んだ発表でした。 

それでは、5 分ほど時間がありますので、事実

関係の確認と、ご質問いかかでしょうか。 

 

（内山） 

浜松国際交流協会の内山です。竹ノ下先生にお

伺いすることじゃなかったかも、もしかして小坂

さんかもしれないんですけど、まず、この調査の

対象者として、住民票に乗っている外国人の方、

ということだったんですが、在留資格の内訳みた

いなものは出ますか。回答者の中で、在留資格の

内訳みたいなのは出る予定はありますか。 

 

（池上） 

回答者の在留資格ですよね。ここに今ないかも

しれないけど、データとしてはありまして、報告

書をまとめる際に提示します。 

 

（内山） 

聞きたい理由は、国籍によって在留資格の分布

の偏りがあるかなと思って。 

 

（池上） 

11月にオープンになる報告書では、単純集計だ

けなんですけど、在留資格で言うと、永住者が

58.9％。特別永住 3.4％。定住者 9.0％。日本人の

配偶者 9.2％。永住者の配偶者 1.5％。あと目立つ

のは、技能実習が 7.3％ということです。 

 

（内山） 

ありがとうございます。留学はありますか。 

 

（池上） 

留学はあります。留学は 2.5％。 

 

（内山） 

ありがとうございます。竹ノ下先生。日本人と

の婚姻の所なんですが、これは今回、配偶者の方

が日本人という方の割合なんですけど、その逆の

読み解き方として、例えば、ブラジルの方は、

12.7％が日本人の方と結婚しているんですが、残

りの方は同国ということですか。 

 

（竹ノ下） 

そうです。同国です。 

 

（内山） 

分かりました。ありがとうございます。 

 

（池上） 

それもクロスで出せば、国籍別で配偶関係が出

てくるので、例えば、ブラジル人の男性がフィリ

ピン人の女性と結婚している、とかね。そういう

のもデータとしては簡単な手続きで出てきます。

他にいかがでしょうか。はい、どうぞ。 

 

（村松） 

質問です。浜松の村松と言います。今回、短期

滞在という言葉を使われているんですけど、入管

法の短期滞在の意味とは違うということで良いで

すね。普通は、短期滞在っていうと、観光とか永

住とか、そういう面で 90日以内のものを指すとい
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うことが通常言われるんですけど、言葉的に言え

ば、短期滞在っていうと、そういう意味になるん

ですけど、実際にここで言う短期滞在はどれぐら

いというか、例えば 3 年から 5 年の人を短期滞在

以外と述べていて、それで定住とか定住者 1 年と

か 3年っていう人も含めた、5年位前の今の人を短

期滞在っていう解釈で良いですか。 

 

（竹ノ下） 

はい。主に僕が短期滞在を前提とするグループ

としては、技能実習生ですね。こちらを念頭に置

いています。ですから、観光で来られた方ってい

うのは全く考えていませんでした。基本は技能実

習生ですね。だからそういう意味では、静岡県に

住む、ただ今回、調査に回答してくださった方で、

研修技能実習生は、確か 7％ですよね。だから、や

はり多くないので、大半は、定住、永住を前提と

するグループではないか、という風に思います。 

 

（村松） 

分かりました。あと、1点。24ページの国籍と

今後の滞在予定で、分からないというような言葉

が、この背景ですけどね。例えば、長く滞在する

ようになって、子どもの成長とともに、定着がよ

り進んでいるということがあるのか。考えられる

んですけどね。分からないという中で、もしこう

いう点が分からないっていう要因の 1 つだという

ことが、もし分かればご教授願いたいなと思いま

す。 

 

（竹ノ下） 

分からない、の中身ですね。私自身まだ、この

2016年の項目についてしっかり、もっと細かい分

析をまだやってはいないんですけど、過去に行っ

た結果では、ちょっと分からない、ではないんで

すけど、何が永住移行を推し進めるのか、という

のをちょっとやったことがあって、やはり、過去

に行った結果では、家族ですね。家族の置かれて

いる状況というのは非常に大きくて、とりわけ、

日本で生まれた子どもがいるっていう人ほど、や

はり永住を決意させる。特に、対照的に分からな

いっていうものを促進する家族の状況としては、

逆に、例えば、本国で生まれた子どもがいる。本

国で生まれた子どもがいて、ある一定の時期に来

日した子どもがいる場合に、逆にそれは分からな

い、という回答を促進させる、という傾向は見ら

れました。ですから、そういう意味では、お子さ

んの状況っていうのは、1つかなり大きくかかわっ

てくるかなと思います。あとは、帰国予定に関し

ては単身者ですね。家族を伴わないで来られてい

る方に関しては、帰国予定の方はすごく多いと。

やはり、家族をめぐる状況というのは、非常に大

きな要因になっているかと思います。 

 

（池上） 

ちょっとだけ補足をすると、おそらく主観的に

分からないっていうのは、気持ちとしては永住な

のかなと思いつつ、就労が凄く不安定で 1 か月と

か 3 か月とかの契約でしか更新されないと、なか

なか自信を持って、永住するっていうのが言いに

くいっていう、そういう面もあるかなと思います。

だから、ブラジル、ペルーで、実態としては、10

年、20 年住んでいる人は多いんだけど、分からな

い、が 3割、4割いるっていうのは、就労の不安定

さが大きいかなと思いますね。 

 

（竹ノ下） 

そうですね。ブラジル、ペルーは静岡県の今回

の調査結果で、最も滞在年数の長いグループなん

ですよね。なのに、この中では特にブラジルは相

対的に帰国志望は多いので、でも昔と比べるとか

なり永住志向は増えているんですよね。2009年で
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は、日本に永住予定は 3 割もいなかったので、確

か 2007年に静岡県全体で調査した時は、もっと少

なかったです。そういう意味では増えてはいます

が、他のグループと比べると、滞在年数は最も長

いのに、日本に永住というのは、他と比べると相

対的に少ないっていうのは確かに言えるかもしれ

ない。 

 

（池上） 

2007 年のブラジルは、永住するっていうのが

12.5％ぐらい。それから、2009年で 25％。今回は

50％近くですよね。やっぱり倍近くにどんどんな

っている、ということです。 

それでは時間となりました。竹ノ下さんに、今

一度皆さん拍手をお願いします。 

それでは、報告の最後になります。中川さんから

は、就労の所に焦点を当てた報告をいただきます。 

 

 

■外国人の就労状況に関する分析■ 中川雅貴

（国立社会保障・人口問題研究所）

○外国人の就労状況に関する分析：アウトライン 

国立社会保障・人口問題研究所の中川と申しま

す。よろしくお願い致します。私からは、外国人

の就労状況に関する分析結果の報告をさせていた

だきたいと思います。 

冒頭に、池上先生からご紹介いただきましたよ

うに、私は、池上先生を中心とされておられる、

一連の調査、静岡県での調査研究に 2014年の磐田

市の団地調査から加わらせていただいて、静岡県

全域、広範囲にわたって行った調査については、

今回が初めて調査に加わらせていただいたという

ことになります。先ほどの 3 名の方からの報告内

容にありましたように、特に近年、静岡県内にお

ける外国人人口が多様化しています。一つは様々

な国籍の人が増えていて、具体的には、ブラジル

人の割合が相対的に減ってきて、フィリピン人、

中国人といった人たちの割合が増えている、とい

うことがあります。そして、特にブラジル人の中

でも、滞在期間が長期化して定住化したり、さら

には日本国内で永住を希望する人たちの割合が増

えていいます。こうした外国人人口の多様化をふ

まえて、実際に就労状況がどうなっているのかと

いうのを、今回 2016年調査の結果から報告させて

いただきます。具体的には後から述べますけど、

我々が、外国人労働者、あるいは、外国人の働き

方として、典型的なイメージとして持っているよ

うな実態とはちょっと違うような傾向も見て取れ

るので、その辺を中心に、ご紹介させていただき

たいと思います。 

この調査では、調査時点の就労状況と、日本に

来た時に初めてどういう仕事をしていましたか、

という昔の状況を聞いて、就労状況の変化の傾向

がわかります。これだけ規模の大きい調査で、多

様な外国人を対象とした調査で、就労状況の変化

を、個人単位である程度把握できる調査というの

は、実は、日本国内でもあまりなくて、この池上

先生の調査では、ずっとこの項目を入れていただ

いているのですが、非常に興味深い重要なデータ

だと思うので、その結果を報告させていただきた

いと思います。最後に、こうした実態から見えて

きた、就労状況から見た行政ニーズというのを探

ってみたいと考えています。 

 

○仕事に就いている人の割合 

この最初の図は、就労状況に関する最も基本的

な図で、今働いていますか、とかそういうことを

聞いていますが、対象者全員について、今主に家

事をしていたり、学生であったり、失業中であっ

たり、あと、退職しましたという人以外の割合で

すね。実際に、今仕事を持って働いている人の割

合、就業者割合というものについて、男女年齢別
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に示したものであります。非常に基本的なグラフ

でが、実は、基本的であるがゆえに、結構重要な

示唆が含まれていまして、ここで 2 点説明したい

点があります。 

まず、女性についてですけど、その前に、男性

と女性の 1 番右側が総数ですね。年齢に関わらな

い総数で、女性だと全体の 7 割以上。男性だと 9

割以上が現在働いている、という状況です。年齢

別にみると、実態がより具体的に分かります。ま

ず、女性については、20 代から 30 代で就業者割

合が大きく下がっています。要するに、働いてい

ない人の割合っていうのが、この年齢層で高くな

っています。これはいわゆる子育て世代、といわ

れるもので、子育て世代の外国人女性の所で、働

いている人の割合が下がっている、ということに

なります。働いていない人を見ると、具体的に、

今は家事をしていて働いていない、とか、昔は働

いていたけど今は働いていないという人の割合が

ここで増えています。子育て世代の就業率の低さ

というのは、外国人だけじゃなくて日本人に関し

てもずっと言われていて、例えば、育児と仕事の

両立問題っていうのはずっと日本でもみられます。

女性の就業率については、学校を卒業した直後で

高く、子育ての時に 1 回下がってまた上がるって

いうような、今M字カーブっていうのがよく紹介

されます。特に日本は、子育て世代の下がり方の

所が低いと言われているのですが、日本人女性の

就業率の低さと比較しても、今回の調査による外

国人女性の子育て世代の就業者割合は低くなって

いるという感想を、私自身は持っています。国の

労働力調査とか、国勢調査とかで出てくる、M 字

カーブのいわゆる谷ですね、その谷の部分より低

い。 

子育てに関して言うと、例えば、日本人女性だ

と、自分の親が近くに住んでいたり、あるいは、

夫の親と同居していたりして、自分は働きながら、

子供の世話を見てもらうことができる。いわゆる、

育児サポートとか、育児支援のリソースがあって、

ある程度家事と育児と仕事の両立が出来る場合が

ある。しかし、外国人女性については、日本に自

分の生活の基盤を持っていても、例えば、親が母

国にいたりして、このような支援が無く、どちら

かといえば仕事を辞めて育児に専念しないといけ

ないような層が一定程度いるのではないかと考え

られます。 

一方で、40代になると就業者割合は 8割ぐらい

に急に上昇しています。つまり、一旦仕事を辞め

ていた人たちが、再び仕事につくことが考えられ

るわけですが、その際に、例えばどういう仕事に

就くのかとか、どのようにして仕事を見つけるの

かと言うのは、非常に興味深い点ではあると思い

ます。 

男性は全体的に就業者割合が高く、特に 30 代

から 50 代にかけて 95％を超えているような状況

が続いていますが、60 歳以上の所でガクンっと下

がります。就業者割合が 70％に下がって、要する

に 30％の人が、男性では働いていない。もちろん、

高齢者なので、働く人の割合はこれ以降どんどん

下がりますが、実際に働いていない 30％の人を見

ると、その大半が今は失業中である、と答えてい

ます。つまり、仕事をする意思はあるのだけれど

も、なかなか仕事が見つからないっていう人たち

が、ここの残りの 30％の大部分を占めている、と

いうことになります。 

実は今、静岡県内だけじゃなくて、日本国内の

外国人に関して、定住外国人の高齢化問題という

のが顕在化しつつあります。この調査ではブラジ

ル人の人が多いですが、例えば、入管法が平成 2

年に改正されて、25 年以上経っているわけで、当

時働き盛りだった人が日本にいて、そのまま日本

に定住しているといことが考えられます。そして、

現在では、退職したり、働く意思はあるけれども
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なかなか体調がよくなくて、思うように働けない、

という人たちが出てきているということが考えら

れます。 

先ほど竹ノ下先生の報告にもありましたように、

この調査で見た外国人は、日本で長いこと生活を

していても、なかなか貯蓄が出来ていない。定住

外国人の中でも、貯蓄が出来ていない。要するに、

老後の貯えが無い中で、仕事をする意思はあるけ

れども、そうした人たちが、なかなか仕事を希望

通りに見つけられない。こうした定住外国人の高

齢化に伴う社会経済的な問題が顕在化し始めてお

り、この調査でも、この問題っていうのもとらえ

つつあるという結果が出ています。 

 

○現在の仕事の雇用形態 

次に雇用形態について見ていきます。実際に働

いている人たちに、どういうような雇用形態を聞

いています。は雇用契約に関わる内容なので外国

の人たちが答えるのは難しい項目ではあると思い

ますが、直接雇用の正社員と、直接雇用でも、パ

ート、アルバイトで、あるいは間接雇用、という

項目で、それを男女別に出しています。静岡県で

調査すると、男性も女性も、派遣や請負といった

いわゆる間接雇用の人がこの調査でも 3 割以上に

なっています。ただ、男性と女性で微妙に違いが

みられて、女性では、残りの人たちというのは、

いわゆるパート、アルバイトの割合が比較的高い。

詳しく見ると、例えば、中国人とかフィリピン人

で、在留資格が「日本人の配偶者」、すなわち日本

人と結婚している人たちの中で、パート、アルバ

イトで働いている人たちが多いという傾向が見ら

れます。一方で男性では、今回の調査で 4 割以上

の人がいわゆる直接雇用になっています。静岡県

内の外国人というと、派遣や請負で働く間接雇用

の割合が高いというイメージがありますが、実際

に調査をしてみると、4割ぐらいの人が正社員とし

て働いています。 

この 4割がどういう人たちなのかというと、と

くに中国籍の人で専門職として働いていたり、永

住者ビザを取って日本で長く働いている人たちが

多いのですが、ブラジル人に限定しても、男性で

はだいたい大体 3 割ぐらいの人が直接雇用の正社

員として働いているという結果が見られます。こ

ちらの図は、その雇用形態を国籍別に出した図で

す。男女総数のグラフですので注意が必要ですが、

ブラジルやペルー国籍についてみると、間接雇用

が 30％を超えています。同時に、先ほども言いま

したように、正社員として働いている人も、ブラ

ジルだと 30％、ペルーだともう少し多くて 37％ぐ

らいです。特徴的なのは中国で、おそらく在留資

格別にみても最も多様なグループだとは思います

が、雇用形態についても多様性がみられます。特

徴としては直接雇用の正社員で働いている人が 4

割を超えています。一方で、数字としては小さい

ですが、自営業、家族従業の人たちがだいたい 10％

ぐらいいます。 

かつての日本の外国人うち、いわゆる在日コリ

アンの人が 9割以上を占めていた時代が 80年代の

半ばぐらいまで続いたのですが、その人たちの中

では結構自営業の割合は高かったんですね。90 年

以降に日本国内に入ってきた人、いわゆる、ニュ

ーカマーと言われる人たちの中では、なかなか自

営業の人たちの割合っていうのは、データとして

は出てこなかったんですけど、特に中国籍で在留

資格が永住者の人のあいだで、自営業の人が出て

きています。静岡県内で調査をしても、だいたい

中国人の 1 割くらいは自営業という調査結果が出

ました。 

 

○現在の仕事の分野と職業 

現在の仕事を産業分野別にみると、日系人が多

いブラジル人、ペルー人で、やはり製造業が多い。
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静岡県全体の傾向として製造業が多ですが、中国

籍を見ると、例えば飲食業の割合が例外的に高く、

先ほどの自営業の人たちに該当するのですが、そ

の割合がだいたい 10％になっています。職業をみ

ると、特にブラジル人、ペルー人に関しては、い

わゆる工場のワインの仕事を中心とする生産工

程・一般作業の割合が 7割以上になります。一方、

中国籍のあいだで、専門職に就いている人の割合

が比較的高くなっています。この調査全体では、

75％が製造業で、やはり静岡県で調査をすると圧

倒的に外国人の製造業が多い、ということが改め

て確認されます。 

 

○日本での初めての仕事と現在の仕事の比較 

冒頭で述べたとおり、この調査では日本に初め

ての仕事と現在の仕事を、個人単位で比較できま

す。グラフの縦軸に日本で初めての雇用形態を示

しています。現在の仕事と同じ聞き方で、直接雇

用でしたか、間接雇用でしたか、パート、アルバ

イトでしたか、という聞き方をしていて、それぞ

れ日本での初めての仕事の雇用形態ごとに、現在

の仕事の雇用形態を示しています。例えば、日本

で初めての仕事が正社員だった人っていうのは、

今でも大体 7 割くらいが正社員をしているという

ことになります。少し見にくいかもしれないです

けど、該当者数が最も多いのは、日本で初めての

仕事が、派遣や請負といった間接雇用や、直接雇

用でもパート・アルバイトだった人たちです。そ

のうち、約 20％が、今は直接雇用の正社員で働い

ている。つまり、日本で初めての仕事は不安定な

仕事だったけれども、今は安定して正社員で働い

ている人たちが一定程度いるという結果になりま

す。 

ちなみに、日本で初めての仕事が直接雇用の正

社員だったけれども、今はパート、アルバイトに

なったり、派遣になったりしている人のなかでは、

女性の割合が高くなっています。女性で、むかし

日本に来て正社員で働いていたけれども、今は家

庭の事情などで働くのを減らしたり、もうちょっ

と柔軟な働き方に変えている人たちも、一定程度

いるということになります。 

職業に関しても同じようなグラフを示していま

す。ここに書くのを忘れたのですが、これもいっ

しょの取り方で、縦は日本に来て初めての職業、

横が職業の内訳になっています。職業の比較でみ

ると、雇用形態について見たほどには変化が起き

ていなくて、例えば日本で初めての仕事が生産工

程、一般作業だった人の大体 8割近く 75％以上は

今でもその仕事に就いている、という結果になっ

ています。 

 

○日本での初職が非正規雇用であった人の現在の

雇用形態 

この図では、先ほどの分類に基づいて、雇用形

態を正規雇用と非正規雇用に分けました。直接雇

用でも、パート、アルバイト、臨時雇用、あるい

は、間接雇用、派遣、請負の人は非正規雇用に分

類しています。これは日本の就労形態の分析でも、

だいたいこういう分類にされることが多いと思う

んですけども、日本で初めての仕事が、正規雇用、

非正規雇用だった人の、現在の雇用形態を見てい

ます。日本で初めての仕事が、非正規だった人が、

現在どういう働き方をしているのかっていうのを

見ると、全体で大体 4 分の 1 ぐらいの人が正規雇

用に移っています。。性別で見ると、女性よりも男

性の人、男性の中で非正規から正規に移った人の

割合っていうのが多いです。大体 3 分の 1 くらい

になっている。国籍別に見ると、これは結構私は

個人的に興味深かったのですが、フィリピン人が

女性の割合が多いので、若干、男女で国籍別に見

ると下がるんですけど、大体どの国籍でも全体の

25％くらいを超えています。つまり、国籍の違い
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にはそんなに影響せずに、非正規から正規への仕

事の移行っていうのが発生していると言えるので

はないかと思います。 

同じグラフを、初来日時点での年齢別でみると

どうでしょうか。全体的な傾向としては、日本で

の来日年齢に関わらず、大体 25％の人が非正規か

ら正規に移っていますが、例外的に日本に初めて

来たのが 40 歳以上の場合だと、最初非正規だと、

正規に安定した仕事を得る確率、割合っていうの

はかなり下がるということです。日本での滞在年

数別に見ると、10 年未満だと、非正規から正規に

移る割合っていうのは下がっています。この傾向

から何が言えるか。いろんなことが言えると思う

んですけど、ある程、度定住化に伴って、安定し

た雇用に移る人の割合っていうのが増えていると

いうことが言えるのではないでしょうか。 

 

○非正規雇用から正規雇用に移行した人と非正規

雇用に留まっている人の比較 

同じようなグラフを何個か映して、印刷の方で

は見にくいかと思うので、前のスライドを見てい

ただけますでしょうか。日本に来て最初の仕事が

非正規だった人と、今の仕事も非正規だった人―

要するに、非正規に留まっている人と、非正規だ

ったけど正規に移った人の 2 つのグループに分け

て、その人たちがどういう属性の違いがあるかっ

ていうのを、いくつかの項目に分けて見ています。

これは個人の能力に関する問題で、日本の学校を

卒業したかどうかっていうのと、あと日本語の会

話能力で見ると、日本の学校を卒業した人ってい

うは、確かに最初非正規だったとしても、その後

安定した仕事に移る確率、割合が高い。日本語能

力については、話せるんだけれども、読めなかっ

たり、書けなかったりするっていう人が 1 番多い

んですけれども、非正規に留まっている人と、正

規雇用になって安定した仕事をしている人の間で、

最も差が出るのがどこかというと、読む能力であ

ったり、書く能力なわけなんですね。なので、日

本語で会話は出来る。要するに、日常生活はなん

とか出来て、非正規の仕事ではそれで問題無いん

だけれども、安定した雇用を得ようと思ったら、

書く能力であったり、読む能力っていうのがかな

り大事になってくるということです。安定した雇

用というのは、ある意味、責任のある仕事ってい

う風に置き換えても良いと思うんですけど、そう

いう仕事でかなり差が出るということが、この調

査からでも出ています。面白いなって思ったのは、

日本語の学習希望ですね。学習意欲っていうのは

そんなに変わらなくて、仕事に関係なく全体的に

高い。外国人の人で働いている人の中でも、日本

語の学習規模、意欲は高い。 

最後に、非正規から非正規の人と、非正規から

正規の人で、現在の仕事に関する情報を、どのよ

うに得ましたかっていうのを比較しました。まず、

非正規のままの人ですね。非正規に留まっている

人というのは、どういう風に仕事を得たかってい

うと、家族や親戚によって仕事を得たり、同国人

の友人。例えば、ブラジル人だったら、ブラジル

人の友達から仕事に関する情報を得ているってい

う人の割合が、相対的に高い。一方、正規雇用に

移動した人の特徴を見ると、日本人の友人から仕

事に関する情報を得て、安定した仕事に就いてっ

ていう人が多くて、これはいろんな解釈があると

思うんですけれども、日本人の友達がいることに

よって、仕事上の情報を得るという直接的な効果、

影響と同時に、日本人の友人がいる人っていうの

は、地域社会に溶け込んで、地元の人たちとも交

流も深めて、ある程度生活の基盤っていうものを、

地域社会にはっている人たちが多いと考えられま

す。その生活の基盤を作るうえで、仕事の安定性

も大事になってきて、実際に、日本に永住するつ

もり、っていう人の割合を見ると、若干なんです
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けど、仕事が安定している人の方が、日本に永住

する人の割合が高い傾向にあるということです。 

同じような分類で、行政に望むことについても

分析しました。先ほどの池上先生の報告の中にも

ありました、行政サービスの情報の多言語化って

いうのは、日本人の中でも、そういうのは大事な

んじゃないかっていう人が多いという報告があっ

たんですけども、外国人の中でも多言語化のニー

ズは高くて、若干なんですけれども、仕事の安定

しない人の間で、行政サービスの多言語化のニー

ズが高い、ということですね。ただ、日本人と外

国人の交流の場を設けるという項目については、

先ほど、雇用が安定している人の方が、地域社会、

日本人と交わりを持っているんじゃないかと言い

ましたが、そういう人が地域社会に溶け込んで、

生活の基盤を貼っている人たちの方が、日本人と

の交流についても積極的だ、というような傾向が

見られます。 

 

○まとめ 

まとめに入ります。就労状況の変化というのは、

先ほども言いましたように、製造業の人がサービ

ス産業に移るというよりは、同じ産業の中で雇用

形態が変化する。要するに、正社員になっている

人によって、状況が、就労状況の変化、多様化っ

ていうのが生じているのではないかというのが、

この調査からみられる。それと同時に、正社員に

なってもやっている仕事の内容っていうのは、製

造業の工場の仕事をしている人たちが圧倒的に多

い。冒頭で、特に男性で高齢者の人になかなか仕

事が見つからない人のことを紹介したと思うんで

すけども、製造業の仕事ばかりをやってきた外国

人の人が、高齢になって、体が若い時ほど思うよ

うに動かなくなった時に、働かないといけない、

働きたいってなった時に、どのようにして仕事を

すればよいのかという問題が新たに生じています。

同時に、定住化が進んでいる外国人の間で、一部

安定的な雇用への移行が見られる。特に男性です。

これが、日本での生活であるとか、定住、永住に

関する意識と、ある程度関連していると言えます。

あと、これも 1 番最初に述べたことなんですけれ

ども、女性では、子育て世代の就業者割合ってい

うのが低くなっていて、今後、こうした女性が再

び働く希望を持って、求職活動をしたりすると思

うんです。そうした人たちが、どういう風にスム

ーズに労働市場に再参入することが出来るか、と

いう問題がある。一方では、生活、雇用を安定化

させるっていう問題と、一方では女性の再就職っ

ていう、異なったニーズの就労支援ニーズってい

うのが発生しているのではないでしょうか。また、

外国人の雇用に関しては、特に製造業で働いてい

る外国人に関しては、あまり日本語って重要じゃ

ないのではないかっていう言説があったわけなん

ですけど、今回の調査で見ると、安定した仕事を

するためには、日本語も大事で、ある程度職業訓

練が大事だという結果が出ています。もちろんサ

ービスを提供するということも重要ですが、それ

が大事だっていうことを、外国人労働者自身が認

識する、認識してもらう必要があるのではないか

と考えます。 

 

（池上） 

はい。ありがとうございました。時間をフルに

使いきっているんですけども、個別に具体的な質

問が 1つ、2つあればお受けしたいと思います。い

かがでしょうか。 

 

（キクヤマ） 

浜松国際交流協会のキクヤマですが、労働状況

の変化が、正社員が増えているということなんで

すけれども、それはとてもうれしい話なんですが、

外国人の中には、ハローワークからの紹介で、直
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接雇用で 1 日 8 時間勤務の場合は、正社員として

勘違いしている人もいます。多くの外国人は人材

派遣会社か、パートか、アルバイト、あるいは、

直接雇用は正社員っていう人もいるので、そのこ

とをちょっとどうかなと思って、今話を聞いたん

ですけど、勘違いをする人たちがなり多いんです

よね。実際に聞くと、いろいろ問題になって相談

に乗ると、実は正社員ではなくパートでしたって

いう場合もあったので、ちょっとコメントをしま

した。 

 

（中川） 

貴重な情報をありがとうございました。確かに

この調査で、本人の回答に基づいてやっているの

で、正社員、と言っても、どれくらい日本の雇用

形態の違いというのを理解しているかどうかとい

うのは、難しいです。例えば、他の項目で、今の

職場でどれくらいの期間働いているのか、とか、

週に何時間働いているのかということも聞いてお

りまして、そういう周辺情報からも働き方で実際

正社員として働いているのかどうか、というのを

確認してみたいな、と思います。すいません、あ

りがとうございます。 

 

（池上） 

同じような勘違いは、2009年時点もしているは

ずなので、同じような勘違いをしている、という

前提で見れば、少なくとも派遣の形態での就労比

率が減っているということは言えて、そのことは

一定の評価はしなければいけない。ただ、正社員

と言った時に、例えば大学生たちが就職活動をし

て就く、いわゆる正社員とは、ずいぶんと違う。

また勘違いをしている人が多いな、ということも

念頭におかなければいけない、というご指摘でし

た。ありがとうございました。 

それではここで机を前に出してディスカッショ

ンモードにしますので、若干時間をいただければ

と思います。 

 

 

■ディスカッション■

 

（池上） 

それではこの後、終了予定時刻 16時 30分まで

25 分ほど時間がありますので、皆さんとディスカ

ッションをしていきたいと思っています。まず、

いただいた質問紙が、私に対する質問で、「日常生

活で英語を使用する、という日本人調査の質問が

あった。その意図は何ですか。次回は、あなたの

外国語使用としてみてはどうでしょうか。日本人

の外国語使用の多様性を知りたい。片言でも、英

語以外の言語を話せる人はいると思います」とい

うご指摘を浜松市の方からいただきました。英語

使用とした意図は、少数言語を少数と言ってはい

けないけれども、喋る人はいます。例えば、私は

インドネシア語を喋るんですけど、その数はおそ

らくかなり限定的であるし、ある程度国際交流協

会等のボランティア等で、把握できているんじゃ

ないか。つまり、多様な言語の話が出来て、多文

化共生分野で何らかのボランタリィーな活動をし

たい、しても良いという方は、ある程度国際交流

協会で把握できているんじゃないか、という風に

私は考えました。そこで、ミニマム、英語、リン

ガフランカというか、最近はワールドイングリッ

シズと複数形で言うんですけど、そういったミニ

マムの日本語以外でのコミュニケーションのツー

ルとしての英語に、どの程度日本人の側が対応で

きるか、という意図です。 

というのもかつては、県内でもブラジル人が半

分ぐらいで、西部の自治体においては、7，8 割と

いう所もありました。けれども今だんだんブラジ

ル人の比率が下がってくる中で、私自身も、掛川
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とか磐田とかの多文化共生関係の協議会に出てい

ると、外国人の委員から、ぜひ、英語での情報提

供もやってほしいという声が出てくる中で、じゃ

あ日本人はどの程度英語に対応できるのかな、と

いうことを考えた次第です。次回へ向けてのアド

バイスは、また検討させていただきたいと思って

おります。 

それでは、フロアにマイクを回す前に、私たち

の中で補足をしておきたい、という方はいますか。

はい、どうぞ。 

 

（竹ノ下） 

中川さんのお話というのが、主に 2016 年の結

果に注目されていたので、私自身、中川さんがや

られていたことを、以前の 2009年とか 2007年の

調査で、同じことをやっていますので、その観点

から少し補足をさせていただきますと、2007年の

静岡県調査というのは、ブラジル人だけを対象に

行ったものなんですけど、その調査結果を使って、

最初に日本に入国した時に非正規だった人が、ど

れぐらい正規に移動できているのか、というのを

分析したことがあります。その結果では実は、今

回の調査よりもっと少なかったんですね。2007年

時点では、非正規から正規に移動出来た人、ある

いは間接雇用から直接雇用に移動出来た人は、全

体の約 1 割しかいなかったんですね。今回の調査

結果でブラジル人だけに限定しても、約 4 分の 1

しか、24％ぐらいですよね。ですからそういう意

味では、私がこれを確かこの文書をまとめた時も、

選択肢では確かに直接雇用、正社員という引き方

をしているんですけど、やっぱりいろんな方とお

話をすると、これは契約社員の可能性というのも

あり得るというお話を聞いていたので、契約社員

という可能性もあるけれども、少なくても間接雇

用ではない。直接雇われている、という形で解釈

するようにはしていたんですが、ただ、それが近

年増えている、という感想を持ちました。2点目は、

その帰結についてなんですけれども、2007時点で

も、僕は、子どもの教育とどう関係しているのか

を見たんですね。特に、子供の高校進学との関係

を見たところ、お父さんがフルタイムで直接雇用

で働いているほど子供の高校進学率が高い、とい

う結果が見られました。そういう意味では確かに、

いわゆる日本人と同じ正社員では無いとしても、

雇用の安定性はかなり高いのではないかという風

にも考えられますし、それがある種、高校進学と

も結びついているということですね。いわゆる、

正社員ではないかもしれないけど、これは凄く重

要な変化であるという風に考えて良いのではない

かという風に思います。 

 

（池上） 

中川さんはこれに対して、カウンターコメント

はありますか。 

 

（中川） 

特に無いです。補足していただいてありがとう

ございます。 

 

（池上） 

ありがとうございました。小坂さんは大丈夫で

すか。 

それでは、フロアの皆様からいろいろといただ

く前に、今日はせっかく、フィリピンコミュニテ

ィーの専門家、静岡県立大の高畑先生がいらっし

ゃっているので、いろいろ聞いた中で思ったこと

とか、あるいは何か、触発されたこと等のコメン

トをいただければ、場合によっては質問もいただ

ければと思っていますので、マイクをお渡しいた

だけますでしょうか。 
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（高畑）  

県立大の高畑です。ご報告ありがとうございま

した。私は特にフィリピン人の増加について調べ

ているんですが、特に、浜松とか磐田とかでもフ

ィリピン人は増えていると思います。そういった

フィリピン人の増加が、最初の方で池上先生とか

小坂さんが研究された、配偶者の増加に理由とし

てまとめられているかなという気がしたんですが、

フィリピン人の日系人が増加しているのが、特に

浜松、磐田、焼津もそうなんですが、日系人とし

てのフィリピン人というのが、もしデータのどこ

かに入っているかとか、見えてくるかとか、その

あたりを教えてください。 

 

（池上） 

じゃあ私から、お話しますね。今回はそのデー

タを皆さんにご紹介していないですけど、日系何

世ですか、という質問があります。非日系人とい

う選択肢もあるので、国籍別と、日系何世ですか、

をかけ合わせれば、そのデータは出てきます。こ

れは竹ノ下さんからコメントがもしあれば。今す

ぐに出せるデータは無いですか。 

 

（竹ノ下） 

国籍別ですよね。2007年調査。ブラジル人だけ

を対象にした時には、ここは頭にあるんですけど、

今回の 2016年調査で、国籍別にはたぶんまだ見て

ないですね。ブラジル人だけであれば、1世の割合

は凄く少なくて、2世、3世の割合が多いっていう

のは確かにそうなんですけども、フィリピン人だ

けに限定した結果、というのはまだ見たことがな

いです。すいません。すぐパソコンを出せばわか

りますので、終わった後にでもちょっと見て。 

 

（池上） 

貴重なポイントですね。数はうんと少ないけど

も、実際インドネシア人でも、永住ビザを持って

いる人の中には、日系の 3 世とか 4 世という人も

いるので、それをいずれ、報告書の中では背景と

してまとめなければいけませんね。他にコメント

はいかかでしょう。大丈夫ですか。ありがとうご

ざいました。 

それでは、全体を通してのコメント等ですけれ

ども、今日の報告のポイントは、定住化が進む静

岡県において、外国人の生活実態はどう変わって

きたのかという点でした。就労もそうですね。ま

た、定住化が進む中で、日本人が外国人に対して、

どういう意識を持っているのか。それはどう変わ

ってきたのか、というのも大きなポイントでした。

とりわけ、日本人の部分では、親しみを感じない

という人の比率が倍近くなって、6割と。先ほど実

は、NHK の方のインタビューを受けたのですが、

そこをぐっと突っ込まれました。これはいろんな

背景があるだろうなと言って、私は明確な回答は

現時点ではできません、という風に申し上げまし

た。日本人側の意識の変化にどんな背景があるの

か、ということも 1 つ考えなければいけないこと

です。 

そして、外国人側について言うと、一般的に私

たちは定住化、定住化って念仏のように唱えるよ

うになってきたんだけれど、定住化の内実を見た

時に、実は子育て層の女性が一旦就労の場から離

れる傾向もみられるようになってきた。そこから

先にまた、就労の場に戻る時にどういうサポート

が今後必要なのだろうか、というような課題が出

てくる。 

あるいは今、私たちはよく第二世代の活躍、と

いうことをしきりに私なんかはあちこちで言うん

ですけども、この国で育った第二世代が大学に行

ったり、働いたりっていう風になってるというこ

とは、当然親はそれだけ歳をとっている、という

ことです。ご存知のように製造業の現場、55 歳を
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過ぎるとなかなか仕事はありません。60 歳を過ぎ

るとほとんどないわけですけども、そういった定

住外国人の大人世代の残った人たちの高齢化問題、

仕事の話、あるいは、社会保障。先ほど、貯金も

なければ送金もしていない、こういう状況が明ら

かになったんですけども、そういった中でどうや

って長期化する滞在、気持ちとしては帰りたいと

思いながらも、子どもたちやファミリーが大分日

本にいて、なかなか母国には現実問題帰るのは難

しいという人たちが、どうやってこの国でこの後

生きていくか、というような新たな政策上の課題

も出ていているかなと思うわけです。 

それでは、今申し上げたところを少し意識して

いただきながら、個別の他の質問でも良いですけ

ど、皆様からご質問、コメントをいただきたいと

思います。いかがでしょうか。ちょっと固まって

しまっているので、何人か今日は、現場に関わっ

ている人もいるので、まず、古橋さんにご質問を

いただきましょうか。静岡県の国際交流協会で長

く活躍されている古橋さんに、コメントでも良い

ので、よろしくお願いします。 

 

（古橋） 

大変興味深い資料等をありがとうございました。

凄く勉強になりました。1つ 1つのデータに関して

は、まだ私もちょっと後ほどじっくり見させてい

ただきたいな、というところではあるんですけど、

個人的にすごく関心が高かったのは、外国人と接

点のある日本人の方も、親しみをどのくらい感じ

ているかっていう部分で、感じている割合が半分

くらいある中で、逆を言うと、それほど親しみを

感じていないという方もまだいらっしゃって、最

後の雇用に関するところの中川さんからのご発表

にもあったんですけれども、日本人とも外国人と

も、意識を促進させるための手立て、というのは

非常に大きな課題であるとともに凄く難しいな、

我々はどういったことにこれから取り組んでいけ

ば良いのかなというようなものを漠然と感じまし

た。すいません。雑駁としたコメントで。 

 

（池上） 

いえいえ。ありがとうございます。私自身、今

回日本人の調査結果をまとめていく中で 1 番衝撃

を受けたのは、親しみを感じないという人が 6 割

で、これが、2009年から倍増していることでした。

さらに、付き合いがある人、ない人で、ほぼほぼ

半分半分なので、クロス分析をしたところ、何ら

かの付き合いがある人も、親しみを感じる、とい

うのは 5 割しかいなかった。これが、付き合いが

ない人が親しみを感じないのは 8 割、付き合いが

ある人が親しみを感じるが 8 割だと、美しいです

けど、そうならないのはなんでなんだろう、とい

ろいろ考えたんです。例えば、男女別とか年代別

とか地域に 5 市があるけど、それの関係とか、あ

るいはその人自身が仕事をしている人としていな

い人とか、いろんな分析を今後しなきゃいけない

なって思っている所なんです。思っている所なの

で、今の時点ではそこを感じる方が多かったな、

っていうのを改めてかみしめている所ですが、年

度末の報告書では、ぜひこの部分は、より具体的

な分析をした上で、皆さんに何らかの私なりの観

点からお示しできると良いなと思っています。 

一方で、さっきメンバーといろいろ話をしたん

ですけど、ここ数年を見てみると、ヨーロッパで

の反移民、難民の動きなんていうのは、かなり報

道されます。ヨーロッパでは、国政選挙レベルで

も難民の受け入れっていうのが大きな政策上の論

点となっていることもあって、間接的な反移民、

反難民の空気みたいなものも今回の親しみを感じ

ない人の背景にあるのかなとかと考えました。あ

るいは逆に、接点、つまり日頃なんらかの形で付

き合いがあるからこそ、いろんな所が直接見えて
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反発が出たりするのかなとか、ちょっと悩んでい

る所です。また意見交換が出来ればな、と思って

います。 

 

（竹ノ下） 

実は、この親しみの指標については、2009年当

時には、今こちらでは選択肢が、とてもよく感じ

る、どちらかといえば感じる、どちらかといえば

感じない、全く感じない、という形で 4 つの選択

肢があった。親しみを感じるかという質問に対し

て。ただ、2009年当時は細かいですね。どちらと

も言えない、という選択肢があったんですね。今、

2009年の数字を持っていないので、すぐお答えで

きないですが、3割から 4割くらいの人がどちらと

も言えないという回答を 2009 年当時はされてい

たんです。今回どちらとも言えないという選択肢

を外したんですね。要は、それを設けるとそこに

集まってしまうので、なので、前回の 2009年調査

の時に、どちらとも言えないという風に回答して

くださった方が、どちらかと言えば感じるという

回答と、どちらかと言えば感じない、という回答

に割れたと思うんです。実際は、その中の人たち

っていうのは、感じないっていう風に今回答えら

れた方が、多かったのではないのかな、という風

に推測はされます。 

 

（池上） 

ありがとうございました。中川さんから何か、

今の件についてコメントはありますか。 

 

（中川） 

日本人から見た親しみについては私の方では具

体的に見えていないんですけど、外国人の調査、

分析をしていて、例えば日本人と付き合いを深め

たい、とか行政の要望として、その交流の場を設

けるって希望する人の割合っていうのが、思った

より低いです。実際にデータを分析すると、日本

人と交流がある人の方がやっぱり日本での仕事と

かも安定していて、将来に楽観的な希望を持って

いるっていう傾向も見れるんですけど、日本人と

交流することによって、その先に何があるのかっ

ていまいち外国人の方からも見えないんじゃない

かな、というような印象は、外国人の調査結果を

分析していて感じております。 

 

（池上） 

竹ノ下さんはこの点でコメントはあります。 

 

（竹ノ下） 

これも、中川さんと同じようなことを過去にや

ったことがあって、日本人の友人、知人がいると、

様々な日本社会のいろんな情報に触れてその結果、

非正規から正規への転換を促しているという結果

が、同様に 2007 年の調査でも見られたんですね。

それを以前僕は、結束型と橋渡し型という風に区

分して、人間関係からどういった資源を獲得し入

手するか、という時に、いわゆる同国人同士のコ

ミュニティーはまさに結束型ですね。そういうネ

ットワークも確かにいい仕事に就くっていう意味

ではあまり意味がない。意味がないっていうのも

あれなんですけど、いい仕事に移動するって意味

では、それを促すような効果は弱いんですけれど

も、他方で以前私がやった分析だと、浜松市の 2006

年の結果を使って、抑うつ尺度を使ったんですね。

つまりディプレッションという、いわゆるうつ病

を診断する質問を 10 個くらい、2006 年の調査で

入れていて、それを結果しようとした時に、日頃

の人間関係がどう影響をするのかっていうのを調

べたんですけれども、それによると同国人同士の

密な関係というのはディプレッションを下げる。

つまり、うつ状態を抑制する効果があるというこ

とが言われたんですね。つまりそういう意味では、
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同国人同士の結束型にかけて精神的な健康という

意味では凄く大事で、でもそれだけじゃだめだと。 

日本人との関係というのはまさに、橋渡しの効

果があるわけです。同国人のコミュニティーでは

得られない多様な情報を獲得する機会がある。そ

ういう意味では、どちらも大事だなと。精神的な

健康状態という意味では、同国人同士の関係は大

事ですし、逆に橋渡し型というか、広い情報に多

様な情報に接近するという意味では、日本人との

関係が重要。どちらも大事というか、そういう意

味では人間関係をマネジメントするような政策と

いうのを、少しお考えいただくと良いのかな。そ

ういう意味では、子育て世代を対象にした、お母

さん同士の人間関係を作るという意味で、地域に

拠点を作って、例えばお母さん同士の人間関係を

どう進めるかという施策を。例えば、東京都、東

京の方であればやっている所がありますから、そ

ういう意味でどういう形で、どういうものをどう

いう施設とかあるいはどういった施策を打つこと

で、逆に地域の人間関係を促進していけるのか。

これをぜひ、お考えいただくと良いのかな、とい

う風に思います。 

 

（池上） 

ありがとうございました。どうしても日本の多

文化共生政策を見ると、同国人ネットワークを強

めるような施策が多いんだけど、オーストラリア

の多文化主義政策を見てくると、ある地域で、ま

さにいろんな国の人たちが共通繋がり、例えば今、

竹ノ下さんが言った子育て繋がりとかによって、

ある地域の小学校の敷地内にある場所で集まって

きたりします。そういうところに、先住民のお母

さんもいたり、インドネシア人のお母さんもいた

り、そこに日本人のお母さんもいたり、みたいな

繋がりが地域でできてくる。そういうマルチカル

チュラルなネットワークの構築がこれからの日本

社会には政策が必要になるのかもしれません。 

私たちのチームは実は、ずっと発表は浜松か東

京で行ってきました。去年、私は出れなかったん

だけど、名古屋で開催さえた国際会議で報告した

りしていますが、静岡市で報告するのは初めてで

す。というこで、今日は、静岡市の市民局男女共

同参画多文化共生課の方もいらっしゃってるので、

先ほど名刺をいただいた望月さん、伊藤さん、い

かがでしょうか。 

 

（望月） 

静岡市男女参画多文化共生課の望月と申します。

静岡市のこちらの方の情報ですね。多文化共生の

最前線ということで、非常に注目して今日は参加

させていただいています。こちらの見直しとかを

する上でもとても重要になるなと思って今日は参

加をさせていただいたんですけれども、多文化共

生の中での地域の方との共生意識の拡大の向上に

向かっていろんな政策をしているうえでも、どん

な形で行政がやるべきことがあるのかなっていう

ことで聞いていたんですけども、今よく出ていま

したけれども、顔の見えない関係の危うさって言

うんですかね。そこら辺を確認をしていて、その

部分が住民不安とかをあおったりするのかなとい

うのがあって、そこが難民だとか ISだとか、そう

いう報道が色々出ていますけど、そういったもの

が影響しているのかなということで、私も多文化

の部分に入ってから 1 年しかまだたってないんで

すけども、その中でいろんな付き合いをしていく

中で、親しみを感じて日本人よりも礼儀正しくて

凄くいろんなことに対して積極的で、意見も言っ

てくれているんですけども、そういった中で親し

みを感じる人が 5 割、というのが、本当にびっく

りして、ここの部分の不安をどうやって解消して

いくのが、必要性というのが行政に求められてい

るんじゃないか、というのを思いました。 
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（池上） 

ありがとうございます。私たちは今日はアカデ

ミシャンというか研究者の立場で、小坂さんは行

政官なんですけど、データを少し深堀して今後の

政策を考える上での方向性のようなものを示すこ

とが出来たのかなと思っています。それでは時間

もあと 3 分くらいですので、中川さんから一言ず

つ、今日の総括というか、このディスカッション

を含めて、今後こういったことをさらに考えてみ

たい、というようなコメントを最後いただきたい

と思います。 

 

（中川） 

就業状況の分析をさせていただいたんですけど、

その中でも特に日本人との関わりっていうのが非

常に大事だということが、仕事の面でも出ていま

す。他の方の報告を聞いたりフロアの皆様からの

意見を伺っても、特に日本人との関りっていうの

が働く意味だけではなくて、地域で生活する上で

いろんな重要性がある。いろんな機能を果たすっ

ていう人間関係であるとか社会関係の機能的な側

面というのを改めて実感させていただきました。

一方、それは個人の意識とかの問題なので、それ

を例えば行政の間でマネジメントをするっていう

のは、難しいことなんじゃないかなとは思うんで

すけども、私の立場としては、こういう分析を通

して何かそういう知見を蓄積できることに貢献で

きれば、という風に思っております。ありがとう

ございました。 

 

（竹ノ下） 

私の方は今日は主に、定住化の進展っていうの

を、特に、2009年調査と比較してどうなのか。大

体それをほぼ裏付けるような傾向が見られたんじ

ゃいかなと思うんですけど、もう 1 つやはり重要

な変化としては、静岡県において重要な位置を占

めていた日系人の割合が減少して逆に結婚移民で

すよね。つまり日本人と結婚する形で日本に来て

いる、住んでらっしゃる方のボリュームが増えて

いるということ。これは 1 つ重要な政策のターゲ

ットとして今後考えていくべきではないかと思い

ます。 

どうしてかと言いますと、実はこれは静岡だけ

の特徴でもないですし日本だけでもなくて、特に

アジアにおける移民全体の傾向として今そういう

傾向が見られるからなんですね。特に、韓国や台

湾といったところでも日本以上に少子化が進展し

ていて、特に都市部でもそうですし農村部でも本

国の女性と何らかの理由で結婚しない人達が、海

外の女性。特に本国の住んでいる地域のマジョリ

ティーの男性と、逆に移民の女性との結婚ですね。

そういう形が非常に顕著なものになってきていま

す。 

その中で特に中川さんの発表でもあったように、

そういった女性の労働市場参加。つまり、就労率

が凄く低いんですね。それは私がたまたま、他の

プロジェクトで、日本、アメリカ、スウェーデン

の特に移民女性で、かつ本国の男性と結婚した女

性の労働市場参加と就労率を比較しているんです

けども、明らかに日本に住む外国人女性で、特に

日本人と結婚した女性の働いている人の率が凄く

低いんですね。特に日本人以上に低いんです。で

すから、おそらくそれは女性役割というか性別役

割分業が、非常に外国人女性に強く期待されてい

るんじゃないかという風に思うんですね。だから

凄くある意味心配というか、そういう意味では特

に日本人と結婚した女性のケアというかそういう

ことをぜひ、今後お考えいただくと良いのかな、

というか凄く重要な政策上のターゲットに、今後

ますますなって行くんじゃないかな、と思います。 

こういった人たちの子どもが今後こういう調査
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で追えなくなっちゃうんですよね。なぜかという

と、日本人と結婚した人から生まれた子どもは、

大体日本国籍。2重国籍になることもあるかもしれ

ませんけども、大体日本国籍です。ですから、そ

ういった子どもが実は、外国の国籍を持つ人を対

象とした調査でおそらく今後追えなくなっていく。

ですから、日本に住む外国人というのは、実は国

籍で言えば、今後見れなくなっていくんじゃない

か。だから日本の国籍を持っていて、外国に繋が

りを持つ人が今後ますます増えていくと思うんで

す。そういった時にそういった人をどうこれから

私たちはフォローして、そういった人たちの状況

を把握して、それを施策に活かしていけば良いの

か、っていうことを、今後私たちは考えていかな

きゃいけないんじゃないのかな、という風に思っ

ています。 

 

（小坂） 

先ほど、外国人県民に対する日本人の親しみの

度合いがなかなか高くないというのがありまして、

私どもは県でも前に県政世論調査という総合的な

静岡県民に対する調査を行っているんですけども、

そこでは、外国人の県民に対する親しみの度合い、

日本人が感じている度合というのはわずかずつは

上がっているんですけどまだまだ高くない、とい

うのが現状あります。県の方で、国際交流イベン

ト等を開催してそういうところに日本人の方に来

ていただくことで、外国の文化とか習慣とかある

いは、外国人県民への関心を持っていただこうと

いう、そういった取り組みを以前はよくしていた

んですが、どうしてもそういったイベント等を開

催しても、もともと交際交流とか多文化共生に関

心のある人ばかりが来てしまって、なかなか新し

い人が、本来親しみを持ってほしい人が来てくれ

ない、という現状もあるんですね。 

今後の方針としては 1つ私どもで考えているの

は、話の中でも少し話しましたけれども、今まで

は、支援される側の対象だった外国人というとら

え方だったんですけど、留学生で、静岡県内に残

っている方を含めて、能力の高い方、外国人の方

はたくさんいらっしゃいますので、そういった人

たちに、地域の中のリーダー的な存在となってい

ただいて、活躍していただく中で、外国人に対す

る親しみというか良い印象を持ってもらうとか、

そういった方向性はあり得るのかな、という風に

我々は思っています。県としては、私どもの課で

はないけれど、留学生の積極的な受け入れとかを

促進していきたいな、という風に考えております。 

あと、どうしても留学生は卒業した後、県内に

出来るだけ残っていただきたいという部分もある

んですけれども、静岡県が製造業を中心の県なの

で、どうしても、商業、サービス業等に就職する、

首都圏の方に流れてしまうという傾向はあって、

県内の大学等で卒業する優秀な留学生を出来るだ

け県内に留めていきたいというのが 1 つ課題なの

かな、という風に感じています。以上です。 

 

（池上） 

ありがとうございました。私が最後にコメント

をしたいと思っています。我々のチームで最初に

外国人調査をしたのが 2006 年なので、それから

10 年経ちました。その間にリーマンショックもあ

ったし、3.11 もあったし第二世代の若者たちが活

躍するような時代になってまいりました。静岡文

化芸術大学に最初の定住ブラジル人学生が入学し

たのが 2006年ですね。今は毎年数名入って来ます。

卒業生の中には静岡県を代表するグローバル企業

で総合職として活躍する子たちもいるし、先日 9

月 30日に名古屋市でやはり第二世代の若者たちの

トークイベント、外国人県民愛知会議に出たんで

すけど、その中にはこの国で育ったブラジルの子

で名古屋大学法学部を出て司法試験に合格したと
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いう若者がいました。他にもファイナンシャルプ

ランナーをやっている若者もいました。そういう

世代が出始めていることに、私はいつも焦点を当

てていたんだけど、冷静に考えると 10年経って私

も年を取ったわけで、親たちも年を取っていると。

そういう状況をふまえて、今後私たちの研究のス

キーム、枠組みを考えないといけないなと思って

います。 

竹ノ下さんがさっき言ってくれたように、日本

国籍を取る人たちとか今言ったような若者たちも

結婚だなんだで日本国籍を取っていく可能性が十

分にあって、日本人、外国人という二分法を静岡

県はどうしても取りがちなんだけれども、その二

分法では捉えきれない新しい動きが起きています。

外国人だったけど日本国籍を取った人などがそう

です。そういう人たちのことは、向こう 10年見た

時の、とっても重要なフロンティア、最先端なん

だろうなという風に考えています。 

そうなってくると、統計上そうした人々を捉え

るのはなかなか難しいので、量的な調査と並行し

て、質的な調査が必要でしょう。つまり、外国に

ルーツを持つ、現在日本国籍の人とか、あるいは、

日本人のお父さんとフィリピン人のお母さんとの

間に生まれて日本国籍を持っている、フィリピン

にも繋がる人たち、のような人たちもターゲット

に含めた質的な調査による肉付けがこれからはも

っと必要になってくるのかなと感じている所であ

ります。今日のこの報告が、皆さんの日々のお仕

事、あるいは、現場での活動等に何らかの示唆を

与えることになれば私どもとしては幸いでござい

ます。 

最後になりますが、2 つアナウンスをいたしま

す。今日の参加人数が 47 名ということで、約 50

名近くのご参加をいただきました。資料は 100 部

用意してまいりましたので、もし皆様のお仲間で

こういった資料をきっと欲しがるだろうな、とか

あるいは、ゼミとか授業とかでこれを配りたいと

かって場合は、どうぞご遠慮なくお申し出くださ

い。どんどん持っていっていただければと思いま

す。これが 1 点目。それから、年度末には、今日

のこの結果も踏まえて、報告書を作りますので、

その報告書の送付を希望される方は、冒頭も申し

上げましたけれども入口の所に名刺受を置いてお

りますので、そちらに名刺を入れていただければ、

この用途に限って使わせていただきたい、と思っ

ております。アンケートもありますのでぜひそれ

もご記入ください。ということで、ちょっと時間

をオーバーしましたが、本日の報告会をこれにて

終了といたします。皆さんどうもありがとうござ

いました。 
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山本智ひろ（静岡県多文化共生課） 池上重弘（静岡文化芸術大学）

小坂拓也（静岡県多文化共生課） 竹ノ下弘久（慶應義塾大学）

中川雅貴
（国立社会保障・人口問題研究所）

ディスカッション
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趣旨説明

静岡文化芸術大学

池上重弘

在留外国人数の推移（各年末現在）

2出典：法務省資料
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調査チームの紹介

• 池上重弘
– 静岡文化芸術大学副学長
– 静岡県多文化共生審議会副会長

• イシカワエウニセアケミ
– 静岡文化芸術大学教授

• 竹ノ下弘久
– 慶應義塾大学教授（以前、静岡大学に勤務）

• 千年よしみ
– 国立社会保障・人口問題研究所国際関係部第一室長

• 中川雅貴
– 国立社会保障・人口問題研究所国際関係部主任研究官
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これまでの調査

• 静岡県
– 2007年 ブラジル人調査、企業調査

– 2009年 日本人調査、多国籍の外国人調査

– 2016年 日本人調査、多国籍の外国人調査

• 浜松市
– 2006年 南米系外国人調査

– 2009年 メンタルヘルス実態調査

• 磐田市
– 2014年 外国人集住団地調査

– 2015年 ブラジル人、フィリピン人、中国人対象の調査

比較を意識

テーマ別に
分析

今回の報告会

• 静岡文化芸術大学のイベント・シンポジウム
開催費によって開催

–静岡文化芸術大学と静岡県の共催
• 年度末に報告書発行

–ご希望の方は受付に名刺をお渡しください
–静岡文化芸術大学の学術リポジトリ上でも公開

• 今回の報告が静岡県の多文化共生推進の
一助となれば幸い
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1

静岡県における
多文化共生への取組

静岡県 地域外交局 多文化共生課

＜多文化共生基礎調査 詳細分析会（平成 年 月 日）＞

2

◇ 人 口

千人 現在

◇ 県内総生産（ ）

兆 億円、全国第 位 年度

◇ 一人当たり県民所得

万円、全国第 位 （ 年度

静岡県の概況

3

静岡県の外国人住民数（ 年）は
人（県内人口の２％）

年（平成元年）の外国人登録者数の約 倍

静岡県の外国人住民数

総数 ブラジル 中国 フィリピン 韓国・朝鮮 ペルー ベトナム

4

ブラジル人が 位の約３３％
全国では中国、韓国・朝鮮、フィリピン、ブラジルの順

静岡県の在留外国人の特徴（国籍別）

ブ
ラ
ジ

ル
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ベ
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ネ
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ー

ル

米
国

平成28年

（2016年）

住民基本台帳

登録者数

（上位10カ国）

静岡県調べ

5

静岡県内市町の
外国人住民比率
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各市町別最も多い国籍
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7

定住外国人数と同様に、近年、再び増加傾向にある

小学校 中学校 高等学校

（人）

静岡県の外国人児童生徒の
公立学校在籍状況

8

（人）（事業所）

雇用事業所数 労働者数

静岡県の外国人雇用事業所数
及び外国人労働者数の推移

リーマンショック後、再び増加傾向にある。

9

在留外国人増加の背景

◆平成２年の改正入管法施行
在留資格の拡大（日系３世までに定住資格が与えられる）

→国内での活動に制限がない日系南米（ブラジル・ペルー等）人が増加

→県西部は「モノづくり」の工場が多く、現場での労働に従事することに

◆中国・東南アジアからの研修生の増加
平成５年に外国人研修・技能実習制度が創設

→「研修」の在留資格で滞在する外国人は、約 倍に増加

→平成 年末時点で「技能実習」で滞在する外国人は 人に上る。

◆中国・東南アジアからの「花嫁」増加
全国の国際結婚数は平成２年 人から平成 年 人（ 倍）に
増加。

10

◎地域生活 ・日本語でのコミュニケーションが困難
・日本の生活習慣に慣れていない
（ゴミの出し方、夜中は静かに、など）

◎子どもの教育 ・日本語による授業についていけない
・不就学や不登校が発生しやすい

◎医療・保険 ・保険制度に加入していないケースも
・病院で症状を伝えるのが困難

◎労働 ・派遣労働による不安定な雇用

「定住」外国人の抱える課題

11

多文化共生とは

県内に居住する外国人及び日本人が、相互の理解と

協調の下に、安心して、かつ、快適に暮らすこと

なぜ多文化共生？

●経済のグローバル化、入管法の改正、技能実習制度での人材受入等により、
外国人の増加や定住化が進行

●外国人を取り巻く課題も教育、雇用、地域共生など多岐にわたって発生

●外国人を観光客や一時滞在者としてではなく、生活者・地域住民＝「外国人
県民」として認識する視点が必要

多文化共生の地域づくりを推進するためには、行政だけでなく、地域、県
民、ＮＰＯ、ボランティア団体、企業など多様な関係主体が、連携・協働を
図りながら積極的に取り組むことが不可欠。

12

静岡県内に居住する外国人及び日本人が、相互の
理解と協調の下に、安心して、かつ快適に暮らせる

日本の 理想郷を目指す。

ふじのくに多文化共生推進基本計画策定（H23～29）
基 本 方 向 施 策 の 方 向

【相互理解】

誰もが理解しあえる地域づくり

多文化共生意識の定着

外国人県民のコミュニケーション支援

【快適な暮らし】

誰もが快適に暮らせる地域づくり

子どもの教育環境の整備

雇用･就労環境の整備による雇用安定

居住・医療・保健・福祉など生活環境全般の充実

外国人県民が活躍できる場づくり

【安全・安心】

誰もが安全･安心を実感できる地域づくり

危機管理対策の推進

防犯・交通安全対策の推進

静岡県の多文化共生施策の方向性
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13

（１）ダブルリミテッド
「母国語も日本語も不十分な子ども」（ダブルリミテッド）

親の就労形態は派遣労働が多く、週末勤務、夜勤が多い

親子の会話の不足から、母語を学習する機会が少ない。

（２）学力に結びつく日本語力の不足
・日本語の会話(生活言語)はできても、学力に結びつく日本
語(学習言語)を身に付けていない子どもが多い。

（３）義務教育年齢後の支援体制
・高等学校での受入れ体制、就職支援など。

外国人の子どもの教育の課題

14

◆外国人の子どもの不就学実態調査
・平成 年度より、不就学の実態を正確に把握するため、実施済みの

浜松市を除く全市町で実施。
・日本語能力の不足等の外国人の子どもの課題の実情も調査。

◆外国人の子ども育成支援事業（就学対策）
・不就学を防ぎ将来活躍できる人材育成のため、県教育委員会と

連携し、市町における地域総ぐるみの支援体制の整備を促進。

（取組内容） 教科支援人材・外国人の初期支援人材の育成、
モデル支援教室実施による市町での支援員活用促進

◆外国人の子ども教育支援基金事業
･外国人の子どもを将来活躍できるグローバル人材として地域全体で
育てるため、企業等からの寄付を活用して日本語の習得や地域での
居場所づくりなどの支援を行う。

（造成先） （公財）静岡県国際交流協会

外国人の子どもの教育環境整備

15

◆県内医療通訳体制の整備

・日本語能力が十分でない外国人住民が安心して医療機関を受診でき、
健康に暮らすことができる環境をつくるため、健康福祉部等と連携し医療
通訳体制を整備する。

（取組内容） 医療通訳者の養成・紹介、医療通訳受入環境体制整備、

静岡県医療通訳推進協議会の開催

医療通訳体制整備

県内医療機関等

・医療通訳配置 または受入
環境が整った病院

静岡県国際交流協会

・研修のコーディネート
・医療通訳者の紹介調整

等を実施

養成研修
（SIRと共催）

研修実施
（SIRと共催）

県 医療通訳推進協議会
構成：健康福祉部、観光交流局
多文化共生課 事務局

※病院協会が参加

医療通訳者
紹介調整事務を依頼

研修プランニング提供

医療通訳者の紹介依頼医療通訳者を医療機関に紹介

医療通訳業務を実施

医療通訳者

ポルトガル語、中国語、
フィリピン語、スペイン語

16

●外国人県民向け「やさしい日本語」等防災講座の実施・促進

●地震防災ガイドブック、避難生活ガイドブックの｢やさしい日本語｣版を作成。

（市町の転入窓口で防災マップと共に配布、地域防災訓練等での活用等）

●日本語理解能力が不足する外国人住民

は災害時に要援護者となりうる。そのため、

緊急時における外国人への連絡手段として

「やさしい日本語」の活用に力を入れている。

「やさしい日本語」を活用した外国人
県民への防災意識の普及・啓発

17

１ 調査目的
今後の多文化共生意識普及施策及び平成 年度に策定予

定の「ふじのくに多文化共生推進基本計画」の基礎資料とする
ため、外国人及び日本人県民を対象に、多文化共生に関する
意識や生活の実態等を調査するための調査を実施。

２ 実施方法
公立大学法人静岡文化芸術大学に調査分析を委託。
委託期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日

３ 調査内容
外国人県民に対しては、日本語の能力、現在及びこれまでの
仕事、日本社会とのかかわり、災害（危機管理）への備え、子ど
もの将来等について、調査している。
日本人県民に対しては、外国人住民に対する親しみや多文

化共生に関する意見等について、調査している。

静岡県多文化共生基礎調査①

18

４ 調査対象の範囲
（１）対象者等
対象者 県内に居住する 歳以上の日本人及び外国人

※外国人は、住民基本台帳人口数 人以上の７か国（県内外国人人口の
％）

対象市町 外国人人口上位５市（外国人人口の ％）

※磐田市は同様の調査を平成 年度実施のため除く

【西部】浜松市、掛川市【中部】静岡市【東部】富士市、沼津市

抽出方法 対象市に対し、住民基本台帳から国籍別に無作為抽出を依頼。

静岡県多文化共生基礎調査②

ブラジ
ル

フィリピン 中国 韓国又は
朝鮮

ペルー ベトナム インドネ
シア

外国人計 日本人計

回収数

回収率

日本語版
回答率

（２）回答状況
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19

５ 調査結果
（１）調査結果からみえてきた課題
・日本人県民の多文化共生に関する意識の定着

・十分な日本語力を有しない外国人県民への対応
・東日本大震災や熊本地震等の影響を受けて、自然災害

時の放送や行政情報全般の多言語化への対応

（２）調査結果の今後の活用方法
・次期多文化共生基本計画を策定する際の現状分析の
資料として活用
・今後は外国人県民を支援の対象としてだけでなく、地域
を担う人材として活躍できる場づくりも施策の方向として
重要

静岡県多文化共生基礎調査③

20

ご静聴ありがとうございました。
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静岡県内在住外国人の概況

（静岡県 地域外交局 多文化共生課

１ 外国人住民の数

平成２年 月の出入国管理及び難民認定法改正を契機に日系南米人を中心に急増。

平成 年後半の世界的経済危機の影響を受け、平成 年から連続して減少。平成

年から全国的には回復傾向が見られ、本県も平成 年から回復傾向。

（１）外国人住民数の推移 法務省：在留外国人統計（ までは外国人登録者数）

１末 末 末 末 末 前年増減率

全国 ％

静岡県 ％

＊静岡県は全国 位。

＊ 末の住民基本台帳に基づく本県の外国人数は 人、 か国・地域。

（２）国籍別在留外国人数（上位 位） 法務省：在留外国人統計

ア 全国

中国 韓国 フィリピン ベトナム 備考

末 人
（ ％）

人
（ ％）

人
（ ％）

人
（ ％）

位ブラジル
位ベトナム

末 人
（ ％）

人
（ ％）

人
（ ）

人
（ ％）

位ベトナム
位ブラジル

対前年比 ％ △ ％ ％

イ 静岡県
ブラジル フィリピン 中国 ベトナム 備考

末 人
（ ％）

人
（ ％）

人
（ ％）

人
（ ）

位韓国
位ベトナム

末 人
（ ％）

人
（ ％）

人
％）

人
（ ）

位ベトナム
位韓国

対前年比 ％ ％ ％ ％

＊静岡県はブラジル人の比率が全国２位

（３）静岡県の国籍別・性別・年齢別在留外国人数 法務省：在留外国人統計： 末現在
男女別 年齢別

男 女 年少人口
（ ～ 歳）

生産年齢人口
（ ～ 歳）

老年人口
（ 歳以上）

総数 人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

ブラジル 人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

フィリピン 人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

中国 人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

韓国 人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

人
（ ）

資料１
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 2 

（４）静岡県の国籍別在留資格別在留外国人数 法務省：在留外国人統計： 末現在

就労資格＊ 技能実習 留学 身分資格＊ その他＊ 特別永住者

総数 人 人 人 人 人 人

ブラジル 人 人 人 人 人 人

フィリピン 人 人 人 人 人 人

中国 人 人 人 人 人 人

韓国 人 人 人 人 人

（ ）

人

＊就労資格：「専門的・技術的分野の在留資格｣ 入管法別表第１の１，２のうち、外交、公用、技能実習を除く
身分資格：永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者
その他：文化活動、研修、家族滞在、特定活動

（５）外国人の人口動態（総務省：住民基本台帳に基づく外国人統計） （単位：人、％）

区分 人口 人 増減数 人 増減率 自然増加数 人 自然増加率 社会増加数 人 社会増加率

中増減

（人口は

現在）

全国 △ △ △ △

静岡県
（ 位）

△

（ 位）

△

（ 位） （ 位） （ 位）

△

（ 位）

△

（ 位）

中増減

（人口は

現在）

全国

静岡県
（ 位）

△

（ 位）

△

（ 位） （ 位） （ 位）

△

（ 位）

△

（ 位）

中増減

（人口は

現在）

全国

静岡県
（ 位） （ 位） （ 位） （ 位） （ 位） （ 位） （ 位）

中増減

（人口は

現在）

全国

静岡県
（ 位） （ 位） （ 位） （ 位） （ 位） （ 位） （ 位）

（出典：総務省「住民基本台帳人口、人口動態及び世帯数）

２ 外国人の子どもの就学状況

（１）公立学校での外国籍児童生徒の在籍状況 学校基本調査、5 月 1 日現在：単位：人 
小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校

中等教育学校

計

全国 年

年

静岡県 年

年
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 3 

（２）日本語指導が必要な児童生徒数

平成 年 月現在、公立学校における日本語指導が必要な外国人児童生徒が全国で

人と過去最高。本県は 人で、全国４位（愛知、神奈川、東京に次ぐ）。

単位：人 学校数は校

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校 義務教育学校

中等教育学校

計

全国

静岡県

（ ） （ ） （ ） （ ） （ ） （ ）

(出典)日本語指導が必要な児童生徒の受入状況等に関する調査より（Ｈ 現在） 
＊日本語指導が必要な外国人児童生徒の言語別内訳 静岡県

①ポルトガル語 人 、②フィリピノ語 人 、③スペイン語 人

④中国語 人 、⑤ベトナム語（ 人）、その他

（３）県内公立中学校を卒業した外国人の卒業後の進路状況

中学校 
卒業年度 

中学校を卒

業した外国

人生徒数① 

①のうち高等学校

へ進学した生徒数

者数②  
(②/①) 

②のうち 
全日制高校へ

進学した生徒

数 

②のうち 
定時制・通信制高

校へ進学した生

徒数 

②のうち 
特別支援学校高

等部へ進学した

生徒数 

①のうち 
専修学校等へ進

学した生徒数 

（政令市を除く）

人 人 人 人 人 人

（政令市を除く）

人 人 人 人 人 人

（浜松市） 人 人 人 人 人 人

政令市を除く）

人 人（ ） 人 人 人 人

（浜松市） 人 人（ ％） 人 人 人 人

 (公立幼稚園等、小中学校に在籍する外国人園児、児童生徒の支援状況等に関する調査；県義務教育他) 

（参考）中学卒業者進学率（平成 年 月卒業者） 全国 ％、静岡県 ％

（出典）学校基本調査

（４）外国人学校
○南米系外国人学校数・生徒数の推移 （県多文化共生課調べ） 

学校数 校

生徒数 人

（注）生徒数は就学前、基礎（小中学校）、中等教育（高校）の子どもの数を含む。

２校：廃校 袋井、焼津⇒菊川 、 １校：県外移転の後廃校 湖西⇒県外

から、新たに判明した 校 磐田市、ブラジル政府未認可、 現在 人 を含む。

＊ 校の市町別内訳：浜松市４、磐田市 、菊川市２、富士市１ うち各種学校認可校
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３ 外国人留学生数

（１）全国及び県内留学生数の推移 
・全国及び県内留学生数は、共に増加傾向にある。 （単位：人）

国
静岡県

全 体 高等教育機関 専修学校（専門課程） 日本語教育機関

※全国留学生数： 独 日本学生支援機構調査（平成 年 月 日現在）
本県留学生数：静岡県大学課調査（平成 年 月 日現在）

（２）静岡県の機関別・国別留学生数 （平成 年 月現在 人の内訳）

４ 外国人労働者の状況

平成 年 月末現在、静岡県の外国人労働者数は全国５位、国籍別ではブラジル、

フィリピン、中国の順 全国では中国が１位 、外国人を雇用する事業所数は か

所 前年比 増 で全国７位、派遣・請負割合は （前年比 ％ポイント減）で

全国２位 １位は滋賀県；全国平均は 。

厚生労働省：外国人雇用届出状況調査 及び 末現在

年度 総数 国籍別

全国 人 ①中国

人

②ベトナム

人

③フィリピン

人

人

①中国

人

②ベトナム

人

③フィリピン

人

静岡

県

人 ①ブラジル

人

②フィリピン

人

③中国

人（ ）

人 ①ブラジル

人

②フィリピン

人

③中国

人（ ）

主な在留資格 身分＊ ％ 身分＊ 技能実習

＊身分：活動に制限がない「身分に基づく在留資格」で、「永住者」、「日本人の配偶者等」、「永住者の配偶者等」、「定住者」が該当。

順位 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７

国名 ベトナム 中国 ネパール ミャンマー インドネシア スリランカ 韓国

機

関

別

高等教育機関

専門学校（専門課程）

日本語教育機関

総計
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平成 年度の静岡県の多文化共生主要施策

（静岡県 地域外交局 多文化共生課）

１ 要 旨

静岡県では、外国人の増加に伴う様々な課題に対応するため、「静岡県多文化共生推進基

本条例」（平成 年 月制定）に基づき、平成 年３月に「ふじのくに多文化共生推進基

本計画」を策定し、市町､地域､経済団体､企業､ＮＰＯ等と連携して、総合的・計画的に多文

化共生施策を推進している。

なお、静岡県多文化共生審議会からの「提言」を踏まえ、県総合計画の改定と併せて、

平成 年３月に基本計画を見直す（計画期間も平成 年度まで２年延長）とともに、

年３月に主要指標及び個別目標の一部を見直した。

現計画の期間が平成 年度までであるため、本年度中に次期計画を策定する。

２ 平成 年度の県主要施策

多文化共生意識の定着

ア 活躍する外国人発掘活用

・外国人県民に対する親しみを持ってもらうため、地域で活躍する外国人県民を紹介して
いるウェブサイト「活躍する外国人県民 」での掲載者数を増やし、外
国人の出身地､居住地､職業等の多様化を図っていく。（ 現在、 カ国 人）

イ 県民への意識啓発

・フェイスブック等による外国人県民向け情報提供、国際交流員による小中高校等での異文

化理解出前教室の拡充など、幅広い階層の県民へ啓発。

外国人県民のコミュニケーション支援

ア 多文化ソーシャルワーカーの育成

・外国人の文化的背景を理解し相談に応じる人材の育成のため、市町の各種相談窓口の職

員等を対象にした研修を実施。

イ やさしい日本語の普及促進

・静岡県庁版やさしい日本語の手引きを作成し、庁内での活用を促進する。

・併せて、市町にも手引きを紹介し、市町での取組も促進する。

・課ホームページでの先進事例の紹介。

ウ 地域日本語教室の拡充促進

・市町に対する日本語教室活用の促進。

外国人の子どもの教育環境整備

ア 外国人の子どもの不就学実態調査の継続、就学促進

イ 外国人の子ども育成支援事業（外国人の子どもの就学対策）

・不就学を防ぎ将来活躍できる人材育成のため、県教育委員会と連携し、市町における

地域総ぐるみの支援体制の整備を促進

（取組内容）教科支援人材・外国人の初期支援人材の育成、モデル支援教室実施による

市町での支援員活用促進

ウ 外国人の子ども教育支援基金事業（ 新規事業）

・外国人の子どもを将来活躍できるグローバル人材として地域全体で育てるため、企業等

からの寄付を活用して日本語の習得や地域での居場所づくりなどの支援を行う。

造 成 先 （公財）静岡県国際交流協会

充当事業 日本語能力検定試験受験料助成、キャリア支援教育 ほか

資料２
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雇用・就労環境の整備

・ 年２月に策定した｢外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するための憲

章｣への企業の賛同の拡大を図るとともに､同様の憲章を持つ他の東海 県 市 名古屋市

と共催で、憲章セミナーを本県で開催予定（○愛知県、○岐阜県、 三重県で開催）。

医療通訳体制整備（ 新規事業）

・日本語能力が十分でない外国人住民が安心して医療機関を受診でき、健康に暮らすこと

ができる環境をつくるため、健康福祉部等と連携し医療通訳体制を整備する。

（取組内容）医療通訳者の養成・紹介、医療通訳受入環境体制整備、静岡県医療通訳

推進協議会の開催

危機管理対策の推進

・地震防災ガイドブック「やさしい日本語」版（ 年度作成）や、 年度に作成した避難

生活ガイドブック｢やさしい日本語｣版を活用し、発災直後の緊急時等に日本人と外国人が

コミュニケーションを図れるようにするための防災知識の普及を促進する。

52



平成 年度 静岡県多文化共生基礎調査

（静岡県 地域外交局 多文化共生課）
１ 要旨
今後の多文化共生意識普及施策及び平成 年度に見直し予定の「ふじのくに多文化共
生推進基本計画」の基礎資料とするため、外国人及び日本人県民を対象に、多文化共生に
関する意識や生活の実態等を調査するためのアンケート調査を平成 年度実施した。

２ 実施方法

・ 前回平成 年度調査と同様、公立大学法人静岡文化芸術大学に委託。

委託期間：平成 年 月 日～平成 年 月 日

・ 作業チームの構成は、静岡文化芸術大学 池上重弘教授、静岡文化芸術大学 イシカワ

エウニセ アケミ教授、上智大学 竹ノ下弘久教授、国立社会保障・人口問題研究所 千

年よしみ室長、中川雅貴研究員、県多文化共生課職員。

３ スケジュール

４月～６月 調査項目決定、６～７月 送付先データ受領、翻訳、８月 日 発送

９月 日 調査票回収 ９月下旬～集計・分析、３月 日 報告書

４ 調査内容
外国人住民に対しては、日本語の能力、現在及びこれまでの仕事、日本社会とのかかわり、
災害（危機管理）への備え、子どもの将来等について、設問を設けている。

日本人住民に対しては、外国人住民に対する親しみや多文化共生に関する意見等につい

て、設問を設けている。

５ 調査対象の範囲

対象者等

対象者 県内に居住する 歳以上の日本人及び外国人

※外国人は、住民基本台帳人口数 人以上の７か国（県内外国人人口の

％）

対象市町 外国人人口上位５市（外国人人口の ％）

※磐田市は同様の調査を平成 年度実施のため除く

【西部】浜松市、掛川市【中部】静岡市【東部】富士市、沼津市

抽出方法 対象市に対し、住民基本台帳から国籍別に無作為抽出を依頼。

抽出数、回答状況等
市 名 ブラジ

ル

フィリピ

ン

中国 韓国又

は朝鮮

ペルー ベトナ

ム

インド

ネシア

外国人

計

日本人

浜松市

静岡市

掛川市

富士市

沼津市

県内計

有効数

回収数

回収率 ％

日本語版

回収率 ％

資料３
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６ 調査結果

調査結果から見えてきた課題

・日本人への調査の結果では、地域で暮らす外国人について、親しみを全く感じない、

どちらかといえば感じないと答える人の合計が、親しみをとてもよく感じる、どちら

かといえば感じると答える人の合計の２倍以上いるなど、「多文化共生」に関する県

民の意識が依然として高いとはいえないことが課題として明らかになった。一方で「社

会に多様性が生まれる」、「外国文化に触れる機会が増える」と肯定的にとらえる人

が約４分の３いるほか、外国人県民が増加することが「地域経済の活性化に貢献する」

と考える人が半数を超えるなど、多文化共生の地域づくりに前向きな意見も一定数あ

ることが判明した。

・また、外国人への調査の結果では、回答いただいた方のうち約半数が日本語での十分

な会話能力を持つ一方、十分な日本語力を有しない者も一定数いることがわかった。

日本での生活には、９割近くが全般的に満足しており、半数以上が日本に永住する意

向がある等、滞在の長期化傾向が見られる。また、行政に対しては、東日本大震災や

熊本地震等の影響を受けて、自然災害時の放送や行政情報全般の多言語化や、外国人

への差別をなくすための外国文化理解の機会の提供などを求めていることが判明した。

調査結果の今後の活用について

・今回の調査結果については、平成 年度に策定を予定している次期多文化共生基本計

画を策定する際の現状分析の資料として活用していく。具体的には日本人県民の多文

化共生に関する意識の定着が十分ではないことから、出前講座や意識普及啓発イベン

ト等の実施により、外国の文化や習慣を理解する機会を提供するなど多文化共生意識

定着を目指す。

・また、外国人県民については、日本語能力が十分でない者が一定数いることから、引

き続き多言語による相談対応や情報提供などの充実を図っていくとともに、行政文書

等への「やさしい日本語」の普及や日本語の学習支援、日本の文化や習慣を理解する

機会の提供などコミュニケーションの支援を行っていく。

・さらに、永住も含めて滞在の長期化が見られる中、今後は外国人県民を支援の対象と

してだけでなく、地域を担う人材として活躍できる場づくりも施策の方向として重要

となる。

・今後、庁内の推進組織である多文化共生推進本部幹事会の開催等を通じて、全庁的な

調整を図った上で、静岡県多文化共生審議会等の意見をお聴きし、基本計画の策定作

業の中で検討を進める。
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日本人調査から見える
多文化共生意識の変容

池上重弘
（静岡文化芸術大学）

アンケート結果から見える多文化共生の最前線
～静岡県多文化共生基礎調査2016の詳細分析報告会～

2017年10月24日（火）＠静岡県教育会館 １ はじめに ～報告の目的～

• 日本人調査の結果を紹介
• 多文化共生意識に関する項目の回答に焦点

–多文化共生に関する意見
–外国人住民増加の影響
– 2009年調査と2016年調査で差が大きい項目に注目

• 「体感治安」をめぐる意識と実態
–冷静な実態把握が重要

多文化共生政策の課題群

• 労働政策
–雇用対策、労働保険

• 社会保障政策
–医療や年金、生活扶助、住宅保障

• 教育政策
–子どもに対する教育
–大人に対する教育（公用語習得）

• 受け入れ社会に対する政策
–人権尊重、異文化理解促進
–多文化共生意識の醸成

3

２ 日本人調査の概略
２－１ 対象

• 浜松市、静岡市、掛川市、富士市、沼津市
• 日本人調査は無作為抽出で2,000部郵送
• 16歳以上の日本人県民の方が対象
• 回答数879部（回収率44.1％）
• そのうち有効回答数は874部
• 以下のグラフは874部に対する比率（％）

２－２ 日本人調査の調査項目

基本属性 性別、年齢、居住市、
子どものころの居住地、通算滞在年数、
現在の居住形態、自治会加入、
婚姻状況、配偶者の国籍、学歴、
就業形態、職業、週あたりの労働時間、
従業員数、平均収入、５年後の生活の見込み

多文化共生に
関わること

外国での居住経験
日常生活での英語使用
外国人との付き合い
外国人と顔を合わせる頻度
外国人への親しみ
多文化共生に関する意見
行政の取り組むべき課題
外国人増加の影響

３ 回答者の基本属性

性別は男性が若干多い

男性52％、女性47％
年齢は60代が21％で最多
50代以上が64％とほぼ３分の２

２／３
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回答者の居住する市は

浜松市38%、静岡市35％
子どもの頃（16歳まで）住んでい
たのは、63％が今住んでいる市
８割以上が県内出身者で、地理
的流動性が低い。

４ 外国人の知り合いの有無と
外国人に対する親しみ

「外国での生活経験なし」
は92％で圧倒多数
この傾向は2009年調査と
ほぼ変わっていない

英語については87％が
「ほとんど使う機会はない」

外国人との付き合い

52％：「知り合いはいないし、付き合ったこともない」
18％：就労の場で付き合い
13％：近隣であいさつ程度の付き合い
10％：友人として付き合い

仕事 83％

友人 62％

近隣 63％

一緒に働いている（働いていた）

学校で一緒に勉強している（していた）

友人として付き合っている（付き合っていた）

自分または親戚が外国人と結婚して日本に住んでいる（住んでいた）

外国人支援団体や 、国際交流のグループで一緒に活動している（していた）

子どもの通う学校での 活動等を通じて一緒に活動している（していた）

宗教活動（教会など）を通じて一緒に活動している（していた）

そのほかのグループや地域活動に一緒に参加している（していた）

近くに住む外国人とあいさつ程度の付き合いはある

外国人の知り合いはいないし、付き合いを持ったこともない

無回答

付き合い程度

日本人％ 外国人％

年日本人 問 あなたは外国人と以下のような付き合いがありますか。（複数回答）

付き合いの程度を日本人調査／外国人調査で比較

生活地域で外国人と顔を合わせる機会

「よくある」「ときどきある」人は47％
「あまりない」「全くない」人は53％

地域で暮らす外国人への親しみ

「どちらかと言えば感じない」が40％で最多
「全く感じない」25％と合計した否定的回答が６割を越える。
前回2009年調査では、「どちらかと言えば感じない」20％、
「全く感じない」13％で、否定的回答は33％。
2016年調査は否定的回答がほぼ２倍になっている。

ただし、2009年調査では47％が「どちらとも言えない」に回答。
また「とてもよく感じる」は2009年も2016年も4%で同程度だが、「どちらかと言えば感じる」は
2009年の14％から2016年の27％にほぼ２倍となっている。
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外国人は日本人に対して親しみを感じる人が多い。

日本人の認識と対照的な結果。

とても感じる

どちらかと言えば感じる

どちらかと言えば感じない

全く感じない

無回答

親しみ程度

日本人％ 外国人％

年日本人 問 地域で暮らす外国人（外国人回答者に対しては日本人）について、どの程度親しみを感じますか。

外国人との付き合いの有無でグループ化

・なんらかの付き合いがある 44％
・付き合いがない 52％

付き合いがある

付き合いがない

無回答

外国人との付き合い程度

年日本人 問 あなたは外国人と以下のような付き合いがありますか。（複数回答）

付き合いがあるグループ：親しみを感じる人が５割

付き合いがないグループ：親しみを感じない人が８割

全く感じない人も4割弱

付き合いがある

付き合いがない

付き合い程度と親しみ程度の相互関係

とてもよく感じる どちらかといえば感じる どちらかといえば感じない 全く感じない

小括

• 日本人回答者の多くは「地元民」
• 海外での生活経験は乏しく地理的流動性低い
• 約半数が外国人との付き合いなし
• 地域で暮らす外国人への親しみは、６割が否定的
回答（2009年調査時より倍増）

• 外国人と付き合いのある人は肯定的回答増加
▼

• 外国人側は日本人との交流に好意的
• 外国人との接点づくりが大切

５ 多文化共生に関する意見
～次の意見についてどう思いますか～

• （１）【同化主義】
– 外国人は自分自身の努力で、日本の言語や文化を学ぶべきだ

• （２）【同化主義】
– 外国人は日本社会にとけこむよう、日本の習慣やルールを学ぶべきだ

• （３）【統合】
– 外国人は地域の活動に積極的に参加すべきだ

• （４）【統合】
– 行政は、外国人が日本の言語や文化を学べるよう支援すべきだ

• （５）【多文化主義】
– 行政は、外国人が彼ら自身の言語や文化を守れるように支援するべきだ

• （６）【多文化主義】
– 日本人は、地域に住む外国人の言語や文化を学ぶべきだ

多文化共生に関する意見

「日本語や日本文化を学ぶべき」が８割
「習慣・ルールを学ぶべき」が９割
一方、「地域活動への参加を求める」のは７割弱
「行政による日本語学習支援」は８割、母語・母文化支援は７割
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行政が取り組むべきこと
多言語情報提供が67％でトップ

行政サービスに関する情報を多言語で提供する

災害時の緊急放送を多言語で行う

病院や診療所での医療通訳を充実させる

労働に関する相談や生活相談をしやすいように多言語の通訳を…

外国人に対する差別がなくなるように人権意識を啓発する

日本語教室を開く

日本人と外国人の交流を促進するイベント等の機会を設ける

企業に対して労働規約の順守などを指導する

職業訓練の機会を充実させる

公営住宅における住民サポートを充実させる

行政の取り組み

年日本人 問 日本人住民と外国人住民が共に暮らしやすい地域社会にしていくために、県や市町など行政はど
のような取り組みに力を入れるべきだと思いますか。（複数回答）

６ 外国人増加の影響
～次のような影響についてどう思いますか～

• （１）社会に多様性が生まれる
• （２）日本固有の文化が損なわれる
• （３）地域経済の活性化に貢献する
• （４）日本人の仕事が奪われる
• （５）外国文化に触れる機会が増える
• （６）治安が悪化する
• （７）公立学校の教育水準が下がる

外国人増加の影響

多様性や外国文化と触れる機会増加が８割弱
日本文化や日本人の仕事への脅威を感じるのは２割台と少ない

外国人の存在は日本人の雇用を脅かすものではなく、日本人の
参入しない場で外国人が働き、経済を支えている認識が広まる
一方、治安悪化の懸念は半々
学校教育の水準低下を心配するのは２割弱

2016で増加：就労面の効果の認識、外国文化接触機会
2016で減少：固有文化への影響、治安悪化への懸念

社会に多様性が生まれる

日本固有の文化がそこなわれる

地域経済の活性化に貢献する

日本人の仕事が奪われる

外国文化に触れる機会が増える

治安が悪化する

外国人住民が増加することによる影響

そう思う どちらかといえばそう思う どちらかといえばそう思わない そう思わない 無回答 不詳

年日本人 問 外国人住民が増加することによる影響についてあなたはどう思いますか。

７ 「顔の見えない」関係の危うさ

顔の見えない
定住化

目の前に住む外国人を知ろうとしない

（知るすべもない）

マスメディアで報道される否定的イメージ
を投影 ・・・ 「外国人は恐い！」

来日外国人の検挙件数の推移（2016年）

出典：警察庁『平成28年における組織犯罪の情勢【確定値版】』2017年3月 P.82
https://www.npa.go.jp/sosikihanzai/kikakubunseki/sotaikikaku01/h28.sotaijyousei.pdf
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来日外国人の検挙人員の推移（2016年）

【趨勢】
2004（H16）年、
2005（H17）年を
ピークとして、
検挙件数も
検挙人員も

減少！

出典：警察庁『平成28年における組織犯罪の情勢【確定値版】』2017年3月 P.82
https://www.npa.go.jp/sosikihanzai/kikakubunseki/sotaikikaku01/h28.sotaijyousei.pdf

在留外国人数の推移（各年末現在）

全国の外国人住民数の推移

ブラジル 中国 韓国・朝鮮 フィリピン ベトナム ペルー その他 総人口に占める割合

約238万
（2016年末）

2008年秋の金融危機を契機に減少、2011年３月の東日本大震災も拍車
しかし、2013年以降、再び増加傾向

来日外国人の検挙人員の推移（2016年）

【趨勢】
2004（H16）年、
2005（H17）年を
ピークとして、
検挙件数も
検挙人員も

減少！

出典：警察庁『平成28年における組織犯罪の情勢【確定値版】』2017年3月 P.82
https://www.npa.go.jp/sosikihanzai/kikakubunseki/sotaikikaku01/h28.sotaijyousei.pdf

刑法犯検挙に占める来日外国人犯罪
検挙人員はここ20年、２％前後で推移

出典：警察庁『平成28年における組織犯罪の情勢【確定値版】』2017年3月 P.83
https://www.npa.go.jp/sosikihanzai/kikakubunseki/sotaikikaku01/h28.sotaijyousei.pdf

全国（2013年）と静岡県（2012年）の来日外国人犯罪の検挙件数比較
出典：警察庁『来日外国人犯罪の検挙状況（平成25年）』p.76及び静岡県警本部提供資料

・刑法犯と特別法犯はほぼ７：３。
・窃盗犯と入管法違反で約7割。
・検挙人員では、総数9,884人の約3割（2,825人）が入管法違反

来日外国人と日本人（永住者含む）の
刑法犯検挙数比較

出典：警察庁『来日外国人犯罪の検挙状況（平成25年）』

2013（H25）年
検挙件数

検挙総数
（件）

来日外国人
検挙件数

10万人
あたりの
検挙数

日本人
（永住者含む）
検挙件数

10万人
あたりの
検挙数

刑法犯総数 394,123 10,674 96 383,449 305
凶悪犯 5,128 128 1 5,000 4

粗暴犯 48,487 920 8 47,567 38

窃盗犯 254,824 7,744 70 247,080 197

知能犯 22,060 595 5 21,465 17

風俗犯 7,023 97 1 6,926 6

その他 56,601 1,190 11 55,411 44

30

来日外国人：訪日外国人＋永住資格のない日本在住外国人
2013年は10,363,904人（以下の主要5ヶ国）＋701,713人＝11,065,617人
中国（台湾・香港含む）、韓国・朝鮮、フィリピン、ベトナム、ブラジル

日本人（永住者含む）：日本国籍者＋永住資格を持つ外国人
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冷静に捉える目を

• 外国人による凶悪事件が発生しているのは事実
• しかし「外国人犯罪」の多くは
甚大な刑法犯とは異なる区分

で起きている

• 安易な「外国人犯罪増加」認識は
「外国人＝犯罪者」イメージに転化し、

目の前の外国人に投影されてしまう

８ まとめ

• 外国人が日本語、地域の生活習慣を学ぶこと
を求める声が多い。

• 外国人の増加を日本文化や日本人の仕事へ
の脅威と捉える人は多くない。

• しかし、治安悪化と結びつける人は過半数。
–犯罪統計の実態と異なる「体感治安」
–事実を周知し、多文化共生の推進が必要
–日本人に親しみを感じる外国人との接点づくりから
「顔の見える関係」構築へ
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地域社会における
外国人の生活と居住

竹ノ下弘久 （慶應義塾大学）

アンケート結果から見える多文化共生の最前線

2017.10.24＠静岡県教育会館

近年の国籍別人口の推移
2000年代後半の経済危機→中南米出身の日系人がブラジル・ペルー
といった出身国に帰国

静岡県内のブラジル国籍の居住者は大きく減少

フィリピンとベトナムが増加

中国は、近年減少傾向

静岡県内の外国人居住者数
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60,000
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ブラジル フィリピン 中国 韓国又は朝鮮 ベトナム ペルー インドネシア

静岡県内の外国人居住者数
（ブラジル人以外）
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問題意識
2008年の経済危機を境に、静岡県の外国人人口の構成に大きな変化
日系人：短期滞在予定の人が帰国。永住や長期滞在予定の人が残る

今回の結果では、外国人住民の定住化傾向がより鮮明になる可能性も

その上で、定住化が進展してもなお、どのような点で外国人住民は生活に困
難を感じているのか把握する必要

通算滞在年数の比較（2009年と2016年）

19.1

12.3

10.0

18.7

7.5

5.8

13.3

8.7

4.7

12.8

8.6

3.2

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0

ブラジル

フィリピン

中国

ペルー

ベトナム

インドネシア

2016 2009
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滞在年数にみる外国人住民の多様化
定住・永住を前提とするグループ：

日系人、永住者、結婚移民（日本人との国際結婚）

短期滞在を前提とするグループ：技能実習生

両者の中間：専門職の外国人住民？

住居からみる定住化傾向
仮説

定住化の進展は、外国人住民の住宅取得を促進し、持ち
家率の増加を促す。

外国人住民の住居の状況（2009と2016）
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2016外国人(N=1993) 2009外国人(N=2149)

外国人と日本人との住居の比較
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会社の社宅 民間のアパート 公営住宅 持ち家 友人の家など その他

2016外国人(N=1993) 2009外国人(N=2149) 2016日本人（N=874）

住居の結果
外国人住民の持ち家率は増加

民間アパート入居者も増加

会社の社宅と公営住宅入居者は減少

日本人と比較すると、日本人は圧倒的に持ち家率が高い。

日本人との持ち家率の格差はなお大きい。

今後の滞在予定

日本に永住するつもり 日本に住み続ける予定

今後10年以上 3年以内に母国に帰国予定

今後3年以上10年未満 10年以内に母国に帰国予定

今後1年以上3年未満 いずれは母国に帰国予定

今後1年未満 母国と日本以外の国に行く予定

あとどれくらい日本で生活す

るかわからない

わからない

永住予定が大きく増加。およそ半数が日本に永住予定。3割弱が、よく分
からないと回答。
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国籍と今後の滞在予定

48.6%

54.8%

61.5%

85.0%

56.5%

53.5%

14.5%

16.1%

14.4%

19.7%
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24.2%
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日本に永住予定 帰国予定 分からない

在留資格と今後の滞在予定

57.3%

95.1%

43.9%

65.6%

49.0%

10.7%

32.3%

11.4%

18.7%

10.9%

25.5%

77.4%

40.3%

31.3%

4.9%

37.4%

23.4%

25.5%

11.9%

27.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

永住者

特別永住者

定住者

日本人・永住者の配偶者等

人文知識・国際業務・技術

技能実習

家族滞在・留学・その他

日本に永住予定 帰国予定 分からない

日本人との付き合い：時点間で大きな変化なし

3.1

60.8

23.9

14.3

14.8

11.2

23.7

63.1

15.6

85.8

2.4
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19.2

8.7

29.8

61.6

20.8

82.3
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日本人の知り合いはいないし、付き合いを持ったこともない

日本人と挨拶程度の付き合いはある

その他のグループや地域活動に一緒に参加している

宗教活動（教会など）を通じて、一緒に活動している

子どもの通う学校でのPTA活動などを通じて、一緒に活動して…

国際交流のグループで一緒に活動している

自分または親せきが日本人と結婚して日本に住んでいる

友人として付き合っている

学校で一緒に勉強している

一緒に働いている

2016(N=1193) 2009(N=2185)

日本人との婚姻
• 配偶者の国籍で、日本という回答 23.6％（2009） → 34.6％（2016）
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53.3%
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防災対策
• 東海地震の認知：2009年 87.0％→ 2016年 84.％ わずかに減少。

• 防災への準備・対策は、以前よりも増加。
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防災訓練に参加

食料品・懐中電灯等の準備

その他

特になし

2009 2016

母国への送金と日本での貯蓄

55.8

5.8

13

10.4

11.5

3.5

0 10 20 30 40 50 60

送金はしていない

0～9,999円／月

10,000円～29,999円／月

30,000円～49,999円／月

50,000円以上／月

無回答

50.5

18.5

11.2

7.0

1.8

6.0

5.0

0 10 20 30 40 50 60

日本で貯金はしていない

0～499,999円

500,000円～999,999円

1,000,000円～2,999,999円

3,000,000円～4,999,999円

5,000,000円以上

無回答
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送金と貯蓄との関係

日本で貯金はし

ていない 0～999,999円

1,000,000円

以上

日本での貯蓄額（世帯全体）

合計

母国の家族

への送金額

（過去3か月

間の平均）

送金はしていない

0～29,999円／月

30,000円以上／月

合計

滞在年数と貯蓄・送金

日本で貯金

はしていな

い

0～999,999

円

1,000,000円

以上

送金はして

いない

0～29,999円

／月

30,000円以

上／月

25年以上

合計

母国の家族への送金額（過去3か月間の

平均）

合計

日本での貯蓄額（世帯全体）

合計

滞在年数 5年未満

5年~10年未満

10年~15年未満

15年~20年未満

20年~25年未満

滞在年数の長期化→出身国への海外送金の減少。しかし、滞在年数の増加は、貯金額の増加とは結びついていない。

今後の滞在予定と貯蓄・送金との関係

日本で貯金

はしていな

い

0～999,999

円

1,000,000円

以上

送金はして

いない

0～29,999円

／月

30,000円以

上／月

母国の家族への送金額（過去3か月間の

平均）

合計

今後の滞在

予定

日本に永住

予定

帰国予定

わからない

合計

日本での貯蓄額（世帯全体）

合計

両者には明確な関係。日本に永住予定ほど、日本で貯金し、海外への送金はしていない。

まとめ
全体的な定住化傾向が顕著。

中南米の日系人は、短期滞在予定者が多く帰国。対象者全体として
は、日本に永住予定の人が多くなった。

しかし、滞在予定を国籍別にみると、ブラジル・ペルーでは、回答者のお
よそ半数以下が、日本での永住を予定。

中国・フィリピンは、中南米よりも定住志向が強い。

アジア系は、日本人との婚姻が増加。

防災についても、以前より防災対策する人が増加。

日本への永住の決意は、貯蓄を促し、海外送金を減少させた。
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外国人の就労状況に関する分析

アンケート結果から見える多文化共生の最前線
静岡県多文化共生基礎調査 の詳細分析報告会

中川 雅貴
（国立社会保障・人口問題研究所）

於：静岡県教育会館 アウトライン

•静岡県内における外国人人口の多様化をふまえて、
その就労状況の実態を国籍別に把握する。

•就労状況の変化の傾向（とくに安定した雇用への移
行）と、その関連要因（特徴）について把握する。

•外国人の就労状況からみた行政ニーズを探る。

女性 男性

現在、仕事に就いている人の割合（男女、年齢別）

～ 歳

（ ）

～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 歳以上 歳以上 総数 ～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 ～ 歳 歳以上 歳以上 総数

現在の就業状態不詳を除く。総数は年齢不詳を含む

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性

男性

直接雇用（正社員） 直接雇用（パート・アルバイト） 間接雇用（派遣・請負） 技能実習 自営業・家族従業

※現在仕事に就いていない人および就業状態不詳を除く。

現在の仕事の雇用形態（ ～ 歳，男女別）

現在の仕事の雇用形態（ ～ 歳，国籍別）

※現在仕事に就いていない人および就業状態不詳を除く。国籍「その他」には国籍不詳を含む。

ブラジル（ ）

フィリピン（ ）

中国（ ）

ペルー（ ）

ベトナム・インドネシア（ ）

その他（ ）

直接雇用（正社員） 直接雇用（パート・アルバイト） 間接雇用（派遣・請負） 技能実習 自営業・家族従業

現在の仕事の分野（ ～ 歳，国籍別）

※現在仕事に就いていない人および就業状態不詳を除く。国籍「その他」には国籍不詳を含む。

ブラジル（ ）

フィリピン（ ）

中国（ ）

ペルー（ ）

ベトナム・インドネシア（ ）

その他（ ）

自動車・バイク関連製造業 電機・電子製品関連製造業 食品関連製造業 その他製造業 飲食・宿泊業 その他 不詳
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現在の仕事の内容（職業）（ ～ 歳，国籍別）

※現在仕事に就いていない人および就業状態不詳を除く。国籍「その他」には国籍不詳を含む。

ブラジル（ ）

フィリピン（ ）

中国（ ）

ペルー（ ）

ベトナム・インドネシア（ ）

その他（ ）

生産工程・一般作業 販売・サービス 事務的職業 専門職・管理職 その他 不詳

日本での初めての仕事と現在の仕事の比較：雇用形態

直接雇用（正社員）

直接雇用（パート・アルバイト）

間接雇用（派遣・請負）

技能実習

自営業・家族従業

直接雇用（正社員） 直接雇用（パート・アルバイト） 間接雇用（派遣・請負） 技能実習 自営業・家族従業 その他

現在の仕事

日本での初めての仕事

※現在仕事に就いていない人および就業状態不詳を除く。

日本での初めての仕事と現在の仕事の比較：仕事の内容（職業）

生産工程・一般作業

販売・サービス

事務的職業

専門職・管理職

その他

生産工程・一般作業 販売・サービス 事務的職業 専門職・管理職 その他 不詳

※現在仕事に就いていない人および就業状態不詳を除く。

現在の仕事

日本での初めての仕事

日本での初職が非正規雇用であった人の現在の雇用形態
～基本属性別～

総数（ ）

女性

男性

非正規雇用 正規雇用 その他の雇用形態

性別

（自営業を含む）

ブラジル

フィリピン

中国

ペルー

その他

国籍別

【正規雇用】 ・・・直接雇用（正社員）
【非正規雇用】・・・直接雇用（臨時雇用・パート・アルバイト）、間接雇用（派遣・請負）
現在仕事に就いていない人および就業状態不詳を除く。

全体

日本での初職が非正規雇用であった人の現在の雇用形態

（自営業を含む）

※来日時の年齢 歳未満には「日本で生まれた人」を含む。
来日時の年齢は、現在の年齢と「初来日年」をもとに算出。

初来日時の年齢別

歳未満 ※ (n = 36)

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳～ 歳

歳以上

年未満

年～ 年

年～ 年

年以上

非正規雇用 正規雇用 その他の雇用形態

日本での滞在年数別

現在仕事に就いていない人および就業状態不詳を除く。

非正規→非正規 非正規→正規

非正規雇用から正規雇用に移行した人と非正規雇用に留まっている人の比較①

日本語での会話能力（ ）
「買い物をするときに自分の希望や条件を詳しく説明
できる」あるいは「公共施設や病院で通訳なしでも問
題なく意思疎通できる」と回答した人の割合

日本語を読む能力（ ）
「ひらがななしで公共施設や学校からの通知を読んで
理解できる」あるいは「公共施設や病院で通訳なしで
も問題なく意思疎通できる」と回答した人の割合

日本語を書く能力（ ）
「仕事の伝言メモや公的書類等をひらがなやカタカナ
で書くことができる」あるいは「仕事の伝言メモや公
的書類等を漢字を含めて書くことができる」と回答し
た人の割合

日本語を書く能力（ ）
「ぜひ学習したい」あるいは「自分の都合に会う機会
があればぜひ学習したい」と回答した人の割合
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「現在の仕事に関する情報をどのように得ましたか？」
（複数回答）

非正規雇用から正規雇用に移行した人と非正規雇用に留まっている人の比較②

年後の生活状況は、今より
「良くなる」「少し良くなる」

日本に永住するつもり 子どもが将来も日本で
生活することを希望

子どものいる人のみ対象
非正規→非正規 非正規→正規

日本での生活・定住に関する意識
非正規→非正規 非正規→正規

職業訓練のカリキュラムを充実

非正規雇用から正規雇用に移行した人と非正規雇用に留まっている人の比較③

行政に望むこと

日本人と外国人の交流の場を設ける

行政サービス情報の多言語化

仕事や生活に関する相談の多言語対応

無料の日本語学習機会の提供

まとめ
• 就労状況の変化は、産業分野・職業間の移動というよりは、おもに「製造

業・生産工程」での雇用形態の変化（「正社員化」）による。

• 定住化が進んでいる外国人のあいだで、一部、安定的な雇用への移行がみら
れる（とくに男性）。日本での生活・定住（永住）に関する意識と関連。

• 女性では、子育て世代の就業者割合が低くなっている。今後、こうした女性
が（再び）就業機会を求めることが予想される。

⇒ 就労支援ニーズの多様化

• 就労状況の改善のための語学・職業訓練
⇒ サービスの提供に加えて、その重要性についての認識を促進する。
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本報告書に掲載されている 10/24 報告会の映写資料を静岡文化芸術大学の学術リポジトリ上で
公開しています。リポジトリ上のファイルはサイズも大きくカラーで見やすくなっています。 

静岡文化芸術大学 学術リポジトリ https://suac.repo.nii.ac.jp/ 
インデックスリストの中から 
１）上から６番目の「活動報告書」をクリック、 
２）スクロールして一番下の「アンケート結果から見える多文化共生の最前線」をクリック、 
３）一番下の「コンテンツ本体」にある各項目をクリック、 
すると、該当する PDFファイルが開きます。 

 
なお、下から４番目の「関連サイト」に静岡県多文化共生基礎調査結果のリンクがあります。↓ 

https://www.pref.shizuoka.jp/kikaku/ki-140/toukei.html 
クリックすると静岡県地域外交局多文化共生課のサイトに飛びます。 
「統計資料（詳細）」というページです。 
このページの上から３項目に「多文化共生基礎調査」があり、報告書（単純集計）の PDFファ
イルをダウンロードできます。こちらもぜひ併せてご参照ください。 

 
 
 

アンケート調査から見える多文化共生の最前線

～静岡県多文化共生基礎調査 の詳細分析報告会～
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